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＜＜ＮＮＥＥＤＤＯＯ事事業業のの経経理理処処理理  ５５つつのの原原則則＞＞  
ＮＥＤＯ事業の経理処理は、次の５つの原則を遵守してください。 

ＮＥＤＯが行っている事業は、国民の税金を財源として実施しています。経費の執行に際して

は、法令・社内規定等に則した適正な経理処理をお願いします。 

 

①①  経経費費計計上上はは、、当当該該事事業業にに直直接接必必要要ななももののにに限限りりまますす。。  

事業目的に合致しないものはもちろんのこと、事業に直接使用したことが特定できない一般事務用

品等は直接経費には計上できません。また、期末の予算消化と見なされるような必要性の乏しい購入

は慎んでください。 

②②  経経費費計計上上はは、、事事業業期期間間中中にに発発生生ししたたももののがが対対象象でですす。。  

発注、納品・検収、支払いは、原則、事業期間中に行ってください。 

③③  当当該該事事業業費費はは、、他他のの事事業業費費とと混混同同ししてて使使用用ししなないいででくくだだささいい。。  

複数の事業費を混同して使用しないでください（共用設備を合算購入する場合を除く）。なお、同一

のテーマについて、公的資金の重複受給はできません。 

④④  経経費費のの使使用用にに際際ししててはは、、経経済済性性やや効効率率性性をを考考慮慮ししたた調調達達をを行行っっててくくだだささいい。。  

物品購入や外注契約に際しては、見積競争を行うなど、経費の経済的な使用を心掛けてください。 

⑤⑤  従従事事日日誌誌等等はは、、正正ししくく記記載載ししててくくだだささいい。。  

労務費積算の根拠となる従事日誌等は、本人が毎日正確に記入してください。業務管理者は、定

期的に、その記載された内容に相違または虚偽がないかどうか確認してください。 
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１１．．ははじじめめにに  

本書は、委託業務遂行中に発生または支払を行った委託費の対象経費を計上する帳票類の作成要領について記述したものです。

本書において、「労務費」と記載している箇所について、大学・国立研究開発法人等の場合は「人件費」と読み替えます。   
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２２．．委委託託業業務務ににおおけけるる経経費費計計上上ににつついいてて  

（（１１））  委委託託費費積積算算項項目目  

委託事業においては、委託契約の「標準契約書」により締結した事業者が委託費の積算で使用する項目は、委託費積算基準「一般用」で

示した項目とします。 

また、委託契約の「標準契約書（大学・国立研究開発法人等用）」により締結する大学等（国公立大学法人、大学共同利用機関法人、公立

大学、私立大学、高等専門学校）と国立研究開発法人等（国立研究開発法人、独立行政法人、地方独立行政法人）が委託費の積算で使用

する項目は、委託費積算基準のそれぞれ「大学用」と「国立研究開発法人等用」で示した項目とします。 
 

【一般用】  【大学用】  【国立研究開発法人等用】 

【大項目】 【中項目】 【小項目】  【大項目】 【中項目】 【小項目】  【大項目】 【中項目】 【小項目】 

Ⅰ．機械装置等費 １．土木・建築工事費  Ⅰ．直接経費 １．物品費  Ⅰ．直接経費 １．備品費  

２．機械装置等製作・

購入費 

２．人件費・謝金 ２．消耗品費 

３．旅費 ３．人件費 

３．保守・改造修理費 ４．その他 １）外注費 ４．光熱水費 

Ⅱ．労務費 １．研究員費  ２）印刷製本費 ５．旅費  

２．補助員費 ３）会議費 ６．その他 １）外注費 

Ⅲ．その他経費 １．消耗品費  ４）通信運搬費 ２）報告書作成費 

２．旅費 ５）光熱水料 ３）会議費 

３．外注費 ６）その他（諸経費） ４）謝金 

４．諸経費 １）光熱水料 Ⅱ．間接経費   ５）通信費 

２）会議費 Ⅲ．再委託費・

共同実施費 

  ６）借料 

３）通信費 ７）図書資料費 

４）借料    ８）通訳費・翻訳費 

５）図書資料費    ９）運送費 

６）通訳費・翻訳費    １０）保守・改造・修理費 

７）運送費 
   １１）学会参加費・論文投

稿料 

８）委員会費    １２）キャンセル料 

９）学会参加費・論

文投稿料 

   Ⅱ．間接経費   

１０）報告書作成費    Ⅲ．再委託費・

共同実施費 

  

１１）キャンセル料    

Ⅳ．間接経費         

Ⅴ．再委託費・ 

共同実施費 
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（（２２））  経経費費計計上上フフロローー  

委託業務で発生する経費は、検収または支払を行った件名毎に各

経費項目に分類して月毎に「月別項目別明細表」へ計上し、四半期

毎の合計を「経費発生調書」に転記します。 

ただし、労務費は、「労務費積算書」で各月の時間数および金額を

算定し、四半期毎の合計を「経費発生調書」に転記します。 

（（３３））  経経費費計計上上基基準準    

経費計上は、以下の計上基準で行ってください。 

 

「検収ベース」とは、支払債務が確定した時点で経費計上することを

いいます。 

「支払ベース」とは、検収後に支払が発生した時点で経費計上するこ

とをいいます。 

なお、一度選択した計上基準は年度途中での変更はできません。 

（（４４））  消消費費税税計計上上のの考考ええ方方    

一般 
外税方式（消費税抜きの委託費合計に消費税率を乗じて

計上） 

大学等 
内税方式（すべての経費に消費税込みの金額を計上。ま

た、不（非）課税取引も消費税相当額を加算して計上） 

国立研究 

開発法人等 

外税方式（消費税抜きの委託費合計に消費税率を乗じて

計上） 

委託費の区分 経費計上基準 

労務費 発生月（従事した月）に計上 

労務費以外 検収ベース、支払ベースのいずれかを選択 

一般：【Ⅰ.機械装置等費】および 
【Ⅲ.その他経費】のフロー 

大学：【Ⅰ.直接経費】の内 
「人件費」を除くフロー 

国立研究開発法人等： 
【Ⅰ.直接経費】の内 
【３．人件費】を除くフロー 

一般：【Ⅱ.労務費】のフロー 
大学：【２．人件費・謝金】の内 

「人件費」のフロー 
国立研究開発法人等： 

【３．人件費】の内 
「人件費」のフロー 

 

人件費算定表

（大学・国立研究開

発法人等の場合）

委託業務従事日誌

委託業務従事月報

労務費積算書

物品請求

物品納品・検収

支 払

※月別項目別明細表

支出簿

経費発生調書

経費発生調書

【総括表】

＜再委託・共同実施分＞

経費発生調書

健保等級証明書

エフォート証明書

給与証明書

労働時間証明書

請求書

支払書類

納品書

検収

ベース
支払

ベース

仕様書

発注

見積書

※必要項目を網羅していることを

条件に法人様式でも可
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３３．．月月別別項項目目別別明明細細表表  

委託業務で発生する経費は、検収または支払ベースのいずれかを選択し、経費項目毎に「月別項目別明細表」（記入例：例１－１ Ｐ．５～例１－６ Ｐ．１０）
を作成します。 

ただし、労務費は、「労務費積算書」（記入例：例３－１ Ｐ．１２、例３―２ Ｐ．１３、例３―３ Ｐ．１４）を作成します。 

 

（（１１））月月別別項項目目別別明明細細表表のの様様式式  

「月別項目別明細表」は、契約約款毎に定めていますので、「委託事業の手続き：約款・様式」のページ(https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html）
から当該委託事業の標準契約書のページへ移動し、約款別表からそれぞれの様式をダウンロードして記入してください。なお、契約約款によっては様式番号等
も異なりますのでご注意ください。赤文字のセルはロックがかかっています。行の追加は関数に注意して行ってください。 

次頁例示の黄色網掛けの項目が網羅されていれば自社様式を用いることも可能です。その場合は事前にプロジェクト担当部へ様式を添えてご連絡ください。 
 

（（２２））月月別別項項目目別別明明細細表表のの記記入入要要領領  

例１－１ Ｐ．５ 検収ベース、支払ベースの説明  例１－２ Ｐ．６ 機械装置等製作・購入費 例１－３ Ｐ．７ 消耗品費・外注費 

例１－４ Ｐ．８ 旅費              例１－５ Ｐ．９ 諸経費         例１－６ Ｐ．１０ 大学等の場合 例示：旅費 

例１－１から例１－５は一般事業者用の例示をしています。大学・国立研究開発法人等の場合は当該する項目に置き換えて作成してください。 

１１））  対対象象項項目目名名のの記記入入等等  

「対象項目名」には、積算項目の中項目名または小項目名を記入してください。 

２２））  記記載載方方法法  

明細表の作成は、必ず項目毎に「月別」で計上し、四半期毎に集計してください。 

３３））  「「検検収収日日」」とと「「支支払払日日」」（例１－１ Ｐ．５）  

明細表の当該案件の「検収日」、「支払日」の両方の日付を記入し、選択した経費計上基準に基づいて、月毎、四半期毎に集計してください。 

４４））  中中間間検検査査後後のの経経費費のの修修正正  

中間検査において既に確定済の経費に漏れや誤りがあり、確定検査（または中間検査（年度末））までに修正の必要が生じた場合は、「修正額内訳書」
に修正内容を記入したうえで、修正後の月別項目別明細表を別途作成してください。ただし、年度を超えて追加（増額）計上することはできません。 

５５））  項項目目のの追追加加  

様式に定めた項目を変更しない限り、必要に応じて行を追加して構いません。 
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２０＊＊年度 別紙２－１

件　　　　名：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1 ○○装置設計費 4月10日 5月30日 1,500,000 1,650,000 000000001

2 ▽▽装置 4月27日 5月30日 500,000 550,000 000000002

４月計 2,000,000 2,200,000

3 ☆☆測定器 5月5日 6月21日 750,000 825,000 000000003

4 ▽▽装置用ソフトウエア 5月7日 6月21日 325,000 357,500 000000002

５月計 1,075,000 1,182,500

5 ☆☆○○ 6月5日 7月20日 850,000 935,000 ・・・・・・・・・

6 ■■一式 6月20日 7月29日 550,000 605,000 ・・・・・・・・・

６月計 1,400,000 1,540,000

第１四半期計 4,475,000 4,922,500

資産登録が不要なものにかかる第１四半期計 0 0

第１四半期合計 4,475,000 4,922,500

7 ◎◎装置 ◎○製作所 9876543210123 7月19日 8月20日 11,500,000 12,650,000 ・・・・・・・・・

8 ◎◎装置設置費用 7月19日 8月20日 175,000 192,500 ・・・・・・・・・

７月計 11,675,000 12,842,500

８月計 0 0

9 ××計測器 9月20日 （10/5予定）

10 ★★試作機製作費用 9月21日 （10/5予定）

９月計 0 0

第２四半期計 11,675,000 12,842,500

資産登録が不要なものにかかる第２四半期計 312,000 343,200

第２四半期合計 11,987,000 13,185,700

資産

管理番号
№ 品　名　等 検収日 支払日

月別項目別明細表(資産登録が必要なもの)

経費発生額

機械装置等費製作・購入費

○○○○○技術開発プロジェクト

×××××の開発

契約管理番号： □□□□□□□□－□

△△△△△の研究開発

株式会社◎◎◎◎◎

法人番号契約先名称

検収日計上

検収ベース記載

例１－１ 月別項目別明細表の作成（共通事項） 

 

* ｢月別項目別明細表｣は、｢機械装置等製作･購入費｣、｢消耗品費｣、｢旅費｣
等の中項目や、「会議費」等の小項目別に作成し､『対象項目名』にそれぞれ
の費目を記入してください。 

 
*No.： 見積書、発注書、納品書、請求書、支払の確認できる書類などの証拠書
類も対象費目の『No.』を付けて整理してください。 

 
*品名等： 製品番号のみの記載ではなく、具体的な名称で記載してください。
一式と記載されている場合は、その内訳を帳票類に補記してください。 

 

*１契約 200 万円以上（税込）の場合、契約先名称および法人番号を記載してくだ
さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
*検収日： 見積書や注文請書等により金額が確認できる場合であって、物品の納入
や役務の履行等について検収行為を行うことによって支払債務が確定した日。 

 
 
*支払日： 発注先に支払を実施した日。領収書、通帳、振込金受領書等により確認し
ます。なお、振込金受領書等について、電子決裁により作成されない場合は、事業
者作成の振り込み依頼電子データで確認を行います。 

 
 
*支払予定： 検収ベース計上において､検査時に支払確認ができない場合は、支払
予定日を記載してください｡次回検査時に支払確認を行います。 

 

*四半期毎の『消費税抜額』を『経費発生調書』に計上します。 
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例１－２ 月別項目別明細表の作成（機械装置等製作・購入費） 
 

○機械装置等製作・購入費と消耗品費の区分 
使用可能期間 

 
取得価額（税込） 

1 年未満 1 年以上 

50 万円以上 消耗品費 
機械装置等製作・購入費(資産はＮＥＤＯに帰属、 
ＮＥＤＯへの資産登録が必要) 

10 万円以上 50 万円未満 消耗品費 機械装置等製作・購入費(資産は委託先に帰属) 

10 万円未満 消耗品費 消耗品費 

 

○機械装置等費の計上で作成する月別項目別明細表の区分 

ＮＥＤＯへ資産登録する案件 
「資産管理番号」記入欄を設けた「別紙 2-1：資産登録が必要
なもの」 

ＮＥＤＯへ資産登録しない案件 
「資産管理番号」記入欄のない「別紙 2-2：資産登録が不要な
もの」なお、消耗品費、旅費、外注費、諸経費と同一の表 

 

NEDOへ資産登録する条件 
（「使用可能期間が 1 年以
上である」以外の条件） 

② 単独で取得価額が 50 万円以上のもの 

②取得価額は 50 万円未満であるが、複数を組み合わせた結果、
総額 50 万円以上となる機械装置等を構成する要素となるもの 

*取得財産は、標示票（50 万円以上は NEDO の資産標示票）を貼付して管理してください。 
 

*ＮＥＤＯへ資産登録済の資産については、「資産管理番号」を記入してください。「△△装
置」のように組み合わせて機能し、購入資産一式の合計金額が 50 万円以上であるため複
合体で一式として登録するものは、資産管理番号が同一になります。調達価格と別立てに
なっていない送料は、調達に係る付帯経費として該当する費用に含めて計上してください。 
 

*外国貨物（輸入品）は、本体価格、海外運賃、保険料、関税等を「消費税抜額」に計上し、
「消費税込額」には消費税を加算して計上することで、輸入消費税を含む金額を計上し
ます。このため、国内の輸送料等に輸入消費税が含まれる場合は、輸入消費税を除い
て計上してください。 

 

*自社で土木工事・製作・設計・加工、保守・改造修理を行う場合、（部門単価）×（従事時
間）で計上してください。個別に従事日誌の作成が必要です（消耗品費も同様）。 

 

*「月別項目別明細表（資産登録が不要なもの）」の四半期毎の合計額を「月別項目別明
細表（資産登録が必要なもの）」に転記し、「月別項目別明細表（資産登録が必要なもの）」
のみで機械装置等費の総額がわかるようにします。 

 

*NEDO に資産登録しない案件は「月別項目別明細表（資産登録が不要なもの）」に記入し
ます。 

  

２０＊＊年度 別紙２－１

件　　　　名：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1 △△装置設計費 4月10日 4月30日 1,500,000 1,650,000 90000001

2 △△装置 4月27日 4月30日 500,000 550,000 90000001

４月計 2,000,000 2,200,000

3 ☆測定器 ○○工業 9876543210123 5月15日 5月21日 2,750,000 3,025,000 90000002

4 △△装置用ソフトウエア 5月17日 5月21日 325,000 357,500 90000001

５月計 3,075,000 3,382,500

5 ×測定器 6月5日 6月20日 850,000 935,000 ・・・・

6 ◇◇機器(輸入品) 6月8日 6月25日 550,000 605,000 ・・・・

7 ◎装置 6月20日 6月29日 250,000 275,000 ・・・・

６月計 1,650,000 1,815,000

第１四半期計 6,725,000 7,397,500

資産登録が不要なものにかかる第１四半期計 270,000 297,000

第１四半期合計 6,995,000 7,694,500

７月計 0 0

３月計 0 0

第４四半期計 0 0

資産登録が不要なものにかかる第４四半期計 600,000 660,000

第４四半期合計 600,000 660,000

合　計 11,907,000 13,097,700

２０＊＊年度 月別項目別明細表(資産登録が不要なもの) 別紙２－２

件　　　　名：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1 Ｘ分析器 4月10日 4月30日 150,000 165,000

2 ▽装置 4月27日 4月30日 120,000 132,000

４月計 270,000 297,000

第１四半期計 270,000 297,000

３月計 0 0

第４四半期計 600,000 660,000

合　計 870,000 957,000

株式会社◎◎

機械装置等製作・購入費

№ 品　名　等 検収日 支払日
経費発生額

契約先名称 法人番号

資産

管理番号

契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○技術開発

×××の開発

契約先名称 法人番号

▽▽の研究開発

株式会社◎◎

機械装置等製作・購入費

№ 品　名　等 検収日 支払日
経費発生額

▽▽の研究開発

月別項目別明細表(資産登録が必要なもの)

契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○技術開発

×××の開発

資産登録が必要なもの

資産登録が不要なもの
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例１－３ 月別項目別明細表の作成（消耗品費・外注費） 

 

本本来来はは費費目目毎毎にに分分けけてて作作成成いいたただだききまますすがが、、例例示示ののたためめ消消耗耗品品費費とと外外注注費費をを 11 枚枚にに
記記載載ししてていいまますす。。  
 
【その他経費／消耗品費】 
研究の遂行に直接要した、資材、部品、消耗品等の購入費または製作費 

・自社在庫振替等の場合は振替伝票が必要です。振替処理は委託先の規程等に基
づいて行ってください。なお、品名等には（自社振替）と明示し、振替伝票が消費税抜
額で作成されている場合は、消費税込額欄には、消費税相当分を加算して記入して
ください。 

・委託期間末において、予算消化のために必要以上に購入することは認められませ
ん。 

 
*研究に直接使用した部分を特定できない一般事務用品等、当該事業のみの使用を
特定できない汎用性のあるものは、直接経費には計上できません。 

 
 
【その他経費／外注費】 
当該事業の遂行に必要な加工・分析等の請負外注に係る経費 
使用する期間が 1 年未満の試作品の製作を外注する場合 

・研究開発要素のある業務は外注することができません。 
・外注内容が適切であるか確認するため、見積仕様書、発注仕様書等を必ず用意し
てください。 

・１契約 200 万円以上（税込）の場合、相見積書もしくは選定理由書（特定の機種や業
者を選定する場合）を用意してください。 

 
*委託業務従事者（この例示では研究員登録された派遣社員）の労務費は、労務費に
計上してください。 
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２０＊＊年度 月別項目別明細表(資産登録が不要なもの) 別紙２－２

件　　　　名：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1

件名：○○に関する打ち合わせ

期間：２０＊＊年４月１２～１３日

出張者：○○、目的地：ＸＸ市

4月15日 4月30日 30,000 33,000

４月計 30,000 33,000

2

件名：○○委員会出席

期間：２０＊＊年４月２４日

出張者：○○、目的地：ＸＸ市

4月25日 5月6日 10,000 11,000

3

件名：○○学会参加（○大学）

期間：２０＊＊年４月２８～２９日

出張者：○△、目的地：ＸＸ市

5月2日 5月30日 26,561 29,217

５月計 36,561 40,217

4 ・・・・ 6月2日 6月30日 2,652 2,917

６月計 2,652 2,917

第１四半期計 69,213 76,134

７月計 0 0

5

件名：NEDOステージゲート審査出席

期間：２０＊＊年８月１８日

出張者：○△、目的地：ＸＸ市

8月19日 8月23日 5,000 5,500

８月計 5,000 5,500

6

件名：国際見本市（ドイツ○○ＢＥＲＧ　ＭＥ

ＳＳＥ）

期間：２０＊＊年９月１７～２０日

出張者：○○、目的地：ドイツ○○ＢＥＲＧ

9月21日 9月30日 275,000 302,500

7 ドイツ出張　国内交通費、空港使用料等 9月21日 9月30日 12,000 13,200

９月計 287,000 315,700

第２四半期計 292,000 321,200

0

0

１０月計 0 0

0

0

１１月計 0 0

0

0

１２月計 0 0

第３四半期計 0 0

株式会社◎◎◎◎

旅費

№ 件名、出張日（期間）、出張者、目的地 検収日
精算日

（支払日）

経費発生額
契約先名称 法人番号

契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○○○技術開発プロジェクト

××××××の開発

△△△△△△△の研究開発

例１－４ 月別項目別明細表の作成（旅費） 

*対象項目名に「旅費」と入力すると｢品名等｣が「件名、出張日（期間）、出張者、目的
地」に、「支払日」が「精算日（支払日）」に変わります。 

*旅費の計上を検収ベースとする場合は、検収日は出張者の帰着日または出張者が
事業所内で旅費精算を行った日などとし、委託先で統一した日としてください。 

*旅費の計上を支払ベースとする場合は、出張者本人または旅行代理店等に支払い
を行った月毎の計上、あるいは当該出張の種々の支払の最終支払月にまとめて計
上してください。 

*税込額を四半期の適宜な期間で合計して、その合計額から抜額を割り戻す方法も可
能です。 

*消費税を割り戻す場合の円未満の端数処理は、委託先の社内規程等により処理し
てください。 

 
*旅費計上の留意点 
・旅費規程等に定められていないルールについては、社内で運用を認めていることを
メモ等で残してください。（例：タクシー利用、駐車場利用等） 

・規程上、出張報告書等の作成が義務付けられていない場合は、旅費請求する書類
等に「件名、出張者、日程､用務先、内容」の５項目を補記してください。 

・出張報告書等と従事日誌の従事時間に矛盾がないように注意してください。 
・複数の用務を兼ねた出張の扱いまたは私的な用務（例：観光、実家等への立ち寄り
等）により、日程が延長等になった場合は「委託業務事務処理マニュアル Ⅶ．その
他経費 ２．旅費（大学・国立研究開発法人等は「Ⅶ．旅費について」）」を参照してく
ださい。 

・補助員の単独での出張は、原則として計上不可です。（登録された研究実施場所へ
の出張を除く） 

・現金支払による国内出張の日当、宿泊費、交通機関運賃は課税対象となります。消
費税額を控除して計上してください。早出・遅着日当などで、税務当局より給与として
の取扱を受け、源泉税の対象となっているものは、消費税の控除は必要ありません。 

・宿泊費に対して宿泊税や入湯税が発生した場合は以下のとおり算出してください。 
①消費税抜額： 宿泊費（消費税抜）＋（宿泊税＋入湯税）÷1.1 
②消費税込額： 宿泊費（消費税込）+ 宿泊税 + 入湯税 

 
*海外出張の留意点 
・海外出張における海外での旅費は、消費税の課税対象になりませんので、支払額を
消費税抜額欄に計上します。（航空運賃、海外での空港使用料、交通費、日当、宿
泊費、傷害保険料、パスポート交付手数料、査証手数料） 

・支度料、予防注射料、国内交通費、国内空港使用料、空港保安サービス料、発券手
数料は消費税が含まれることが前提となるため、消費税を控除した額を計上してくだ
さい。 

・海外経費の円換算は、委託先の社内規程等によるレートを使用してください。その際、
レート換算の証拠書類を添付してください。 
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２０＊＊年度 月別項目別明細表(資産登録が不要なもの) 別紙２－２

件　　　　名：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1 ○○会議謝金・旅費 4月18日 4月18日 250,000 275,000

2 ○○会議費用（会議室借料） 4月18日 4月20日 25,000 27,500

3 ＸＸ装置リース料（４月分） 4月30日 4月20日 110,000 121,000

４月計 385,000 423,500

4 ＸＸ装置リース料（５月分） 5月31日 4月20日 110,000 121,000

５月計 110,000 121,000

5 ・・・・ 6月2日 7月3日 20,000 22,000

6 ＸＸ装置リース料（６月分） 6月30日 4月20日 110,000 121,000

６月計 130,000 143,000

第１四半期計 625,000 687,500

7 書籍購入「○○解析」 7月19日 8月20日 12,000 13,200

8 運送費（○○装置、ＸＸＸ→ＺＺＺ） 7月19日 8月20日 75,000 82,500

７月計 87,000 95,700

9 ・・・・ 8月2日 8月20日 25,000 27,500

10 ・・・・ 8月4日 8月20日 102,500 112,750

８月計 127,500 140,250

11 ・・・・ 9月21日 9月30日 15,000 16,500

12 バイアウト経費（根戸太郎分） 9月21日 9月30日 80,000 88,000

９月計 95,000 104,500

第２四半期計 309,500 340,450

13 ・・・・ 10月5日 10月20日 350,000 385,000

14 ・・・・ 10月6日 10月20日 800,000 880,000

１０月計 1,150,000 1,265,000

15 ・・・・ 11月15日 11月20日 250,000 275,000

16 論文投稿費（□□誌） 11月15日 11月20日 150,000 165,000

１１月計 400,000 440,000

17 ○○学会参加費（根戸太郎） 12月10日 X月X日 20,000 22,000

18 ○○学会参加費（川崎花子） 12月12日 X月X日 15,000 16,500

１２月計 35,000 38,500

第３四半期計 1,585,000 1,743,500

19

20

１月計 0 0

21

22

２月計 0 0

23

24

３月計 0 0

第４四半期計 0 0

合　計 2,519,500 2,771,450

契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○○○技術開発プロジェクト

××××××の開発

△△△△△△△の研究開発

株式会社◎◎◎◎

諸経費

№ 品　名　等 検収日 支払日
経費発生額

契約先名称 法人番号

例１－５ 月別項目別明細表の作成（諸経費） 

(1) 光熱水料 
(2) 会議費 
・議事録を作成し、出席者名を記載してください。 
・謝金および旅費は、委託先の規程により算出します。規程がない場合は、社内決裁
を受けた書類の写しを添付してください。 

・食事代は、食事が必要な時間帯に開催する必要性を明確にできる場合に限ります。
また、食事代の上限は 1 日 1,500 円(税抜)／人となります。 

・懇親会費および研究員のみによる会議に要した経費の計上はできません。 
(3) 通信費 
・委託業務に直接係るものであることが特定できる証拠書類が必要です。 
(4) 借料（リース料、レンタル料、ソフトウエアライセンス料等） 
・経過した月の額のみ計上してください、未経過月分は計上できません。事業期間外
分も計上できません。なお、検収日は経過月の月末日です。 

(5) 図書資料費 
・購入書籍等の「題名」を記載してください。年間購読料は経過月分のみを計上（借料
と同様）してください。 

(6) 通訳費・翻訳費 
(7) 運送費  
・消耗品等の送料が本体価格と別立になっていない場合は、付帯経費として該当する
費目に含めて計上してください。 

(8) 委員会費 
・(2)会議費の４項目と同様です。 
・経費の対象とする委員は、実施計画書に記載されていることが前提となります。 
・委員の委嘱手続が必要です。また代理出席者は委任状が必要となります。 
・謝金および旅費は委員個人に対する報酬であり、委員個人の受領を原則とします。 
・消費税の取扱いは、委託先の会計処理によるものとします。 
(9) 学会等参加費・論文投稿料 
・参加費に食事代・懇親会費等が含まれ、その額が区分できる場合は除いた額を計
上します。区分できない場合は計上できません。ただし、委託先の旅費規程等により、
食事代・懇親会費等の減額が規程されている場合は、その規程に従い計上すること
ができます。 

・学会参加費の消費税区分は、それぞれの学会の処理方法に従って処理してください。
不課税の場合は支払額を消費税抜額欄に計上します。 
・学会誌等への論文投稿の関係費用は、実施計画書に記載され、業務管理者が認め
るものは計上可能です。 

・講習会は委託業務の事業目的に合致し、その必要性について業務管理者が認める
ものは計上可能です。 

・学会参加費を事前に支払った場合でも、検収日は学会に参加した日以降です。 
(10) 報告書等作成費 
(11) キャンセル料 
(12) 特許出願に係る費用 

・計上が認められるプロジェクトにおいて、出願費用、特許事務所事務手数料、知財
運営委員会費用が計上対象となります。 

（13）「国民との科学・技術対話」に係るアウトリーチ活動費 
（14）NEDO が出展を依頼する展示会等に係る費用 
（15）バイアウト（研究以外の業務の代行）に係る費用 
・バイアウト経費の支出が可能な業務は、登録研究員が本来行う必要がある教育活
動等およびそれに付随する事務等の業務に限ります。 
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２０＊＊年度 別紙２－１－１

件　　　　名：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

４月計 0

1

件名：第○回○○○○学会に参加

出張期間：○年4月26～28日

出張者：○○○○、目的地：○○市

4/30 5/10 122,100

５月計 122,100

2

○○○○に関する調査、

○年6月9～10日、

○○○○、○○○○市及び□□市

6/11 6/25 135,300

６月計 135,300

第１四半期計 257,400

3

外国出張：○○○○国際学会に参加

○年6月20～28日、△△△△、

○○国○○○（海外分）

6/30 7/10 1,000,000 1,100,000

4

外国出張：○○○○国際学会に参加

○年6月20～28日、△△△△、

○○国○○○（国内分）

6/30 7/10 6,040

７月計 1,106,040

８月計 0

5
NEDO技術委員会出席、○年8月30日、

☆☆☆☆、○○市
8/30 9/1 2,200

6
第○回○○○○委員会へ出席、○年9

月1日、☆☆☆☆、○○○市
9/1 9/1 1,100

7
○○○○に関する調査、○年9月9～

10日、□△○○、○○○○町
9/11 9/11 59,400

９月計 62,700

第２四半期計 1,168,740

○○の技術開発

月別項目別明細表(資産登録が不要なもの) 

契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○の基礎研究開発事業

○○の研究開発

国立大学法人○○大学

旅費

№ 件名、出張日（期間）、出張者、目的地
契約先

名称

法人番号
(赤字は入

力ミス)
検収日

精算日

（支払

日）

経費発生額

例１－６ 月別項目別明細表の作成（大学等の場合 旅費） 
 
 
 
 
大学等は内税方式で計上を行うため、月別項目別明細表の支払金額欄は原則、消
費税込額のみを記載してください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
ただし、以下の支出に関しては消費税抜額欄に記入し、あわせて消費税相当額を加
算した額も消費税込額欄に記入してください。 

・海外での旅費等、消費税の課税対象とならない支出 
・学会参加費等で消費税不課税に該当する支出 
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契約管理番号： □□□□□□□□－□ 別紙８

なし なし

 ◇◇◇ 通常勤務 業務管理者　所属：

氏名： 氏名：   ○○　○○

開始時刻 終了時刻 開始時刻 終了時刻

4/1 水

4/2 木

4/3 金 10:00 18:00 1:00 7:00

4/4 土

4/5 日

4/6 月

4/7 火 10:00 17:00 1:00 6:00

4/8 水 11:00 14:00 1:00 2:00

4/9 木 13:00 18:00 5:00

4/10 金 10:00 17:00 1:00 6:00

4/11 土

4/12 日

4/13 月 13:00 18:00 5:00

4/14 火 13:00 18:00 5:00

4/15 水 10:00 12:00 15:00 17:00 0:20 3:40

4/16 木

4/17 金

4/18 土

4/19 日

4/20 月 9:00 17:00 1:00 7:00

4/21 火 9:00 17:00 1:00 7:00

4/22 水 13:00 16:00 1:00 2:00

4/23 木 10:00 15:00 1:00 4:00

4/24 金

4/25 土

4/26 日

4/27 月 13:00 17:00 4:00

4/28 火 9:00 17:00 1:00 7:00

4/29 祝

4/30 木

7700::4400 7700..6666

所所属属 氏氏名名

＊事業者としてコンプライアンス（法令遵守）プログラム等を有する場合にはその責任者が、有しない場合には役員等コンプライアン

スに関し責任を有する者が、併せて従事内容の確認を行ってください。

＊具体的な研究内容・作業内容について作成頂いた研究者本人にヒアリングさせて頂くことがあります。

合計 数値表示に変換した右の時間数を労務費積算書に記入

ＮＥＤＯ確認欄

確確認認日日

出張：第○○回△△○○学会にて情報収集

出張：第○○回△△○○学会にて情報収集

出張：NEDO評価委員会への出席

論文作成

第○回□□□□□□□○○○委員会の開催

○○○○○○△△△△△△の試験を実施

○○○○○○△△△△△△の試験を実施

○○○○○○△△△△△△の試験データの分析

【テレワーク】○○□□△△□□△△の試験データの分析

【テレワーク】○○○試作機の仕様検討、○○○○試験データの分析

△△△△△△○○○○○○の試験を実施

○○□□△△○○□□△△の試験データの分析

○○○試作機の仕様検討、○○○○試験データの分析

委託先等名称： △△△

従事者　所属：  ◇◇◇

□□　□□

日
曜
日

従事時間帯(２４時間制で時刻入力) 除外する
時間数

従事した
時間数

具体的な研究内容、作業内容
※独自の休日を設定する場合は「休日」と入力

○○○○○○○○○○○○の試験を実施

再委託等項目：  

20○○年4月分 委託業務従事日誌

※下記業務以外のＮＥＤＯ業務従事： ※NEDO以外の公的資金に係る業務への従事：

件　　　　名： ○○ ／ ○○

４４．．従従事事日日誌誌とと労労務務費費積積算算書書  

委託業務で発生する労務費は、研究員費もしくは補助員費として「労務

費積算書」に集計します。労務費は発生月に計上します。 

研究員費は、原則として毎日、登録研究員が委託業務の従事時間や従

事内容を「従事日誌」に記載し、月単位で「労務費積算書」に計上します。 

補助員は従事日誌の作成は必要としませんが、当該ＮＥＤＯ業務以外に

他の業務を実施する場合は、従事時間や従事内容の確認が必要となりま

すので、従事日誌に相当する証拠書類を作成してください。  

  

（（１１））委委託託業業務務従従事事日日誌誌おおよよびび労労務務費費積積算算書書のの様様式式  

「委託業務従事日誌」、「委託業務従事月報」および「労務費積算書」は
契約約款毎に定めていますので、「委託事業の手続き：約款・様式」のペ
ージ (https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html）から当該
委託事業の標準契約書のページへ移動し、約款別表から様式をダウン
ロードして記入してください。（なお、本手引きでは業務委託契約約款の
別表様式を用いています。契約約款によっては様式番号等も異なります
のでご注意ください。) 

 
（（２２））  委委託託業業務務従従事事日日誌誌のの記記入入要要領領  

「委託業務従事日誌」の記入例を 例２ に示します。 

・論文作成に係る労務費、学会発表に必要な資料作成に要した労務費

は計上可能です。 

・テレワークにより従事した日は、「具体的な研究内容」欄にテレワークで

あることを明記してください。 

「委託業務従事月報」は、委託期間の半年以上継続して当該ＮＥＤＯ事
業に申告したエフォートにて従事するエフォート専従者が作成します。 

例例２２  【【委委託託業業務務従従事事日日誌誌】】 
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（（３３））  労労務務費費積積算算書書のの記記入入要要領領  

労務費は「労務費積算書」を用いて計上します。 

労務費積算書は研究員、補助員はそれぞれ別葉として作成します。委託業務の従事時間数等を入力することにより、労務費は自動計算されます。エ

フォート専従者の場合は「時間数」欄を空欄とし、「金額」欄に月額を記入してください。 

（記入例： 例３―１、例３―２、例３―３） 

期間中、健保等級に変更があった場合は、改訂等級適用月から等級変更を行ってください。労務費積算書には同一氏名を 2 行に分けて記入し、改

訂前を上段、改訂後を下段に記載してください。健保等級の確認方法等は委託業務事務処理マニュアルを参照してください。 

 

例例３３－－１１  【【労労務務費費積積算算書書】】  （（一一般般用用：：  時時間間単単価価）） 

  

時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額

根戸　一郎 3,080 4 60.50 186,340 80.00 246,400 110.50 340,340 120.50 371,140 68.00 209,440 0 439.50 1,353,660

根戸　一郎 3,450 9 0 0 0 0 0 110.00 379,500 110.00 379,500

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

60.50 186,340 80.00 246,400 110.50 340,340 120.50 371,140 68.00 209,440 110.00 379,500 549.50 1,733,160

60.50 186,340 140.50 432,740 251.00 773,080 371.50 1,144,220 439.50 1,353,660 549.50 1,733,160

時間 円 時間 円

　＊１．登録研究員と補助員は、それぞれ別葉で作成してください。

　＊２．エフォート専従者の場合は、時間数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

８月 ９月 上期合計
単価 適用月

４月 ５月 ６月

298.50 960,080

第１四半期 第２四半期

上期月別合計

年度内月別累計

氏名

四半期別合計

７月

251.00 773,080
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例例３３－－２２  【【労労務務費費積積算算書書】】  （（一一般般用用：：  エエフフォォーートト専専従従）） 

  
  

    

時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額

川崎　一郎  4 　 308,290  308,290  308,290  308,290  308,290 0  1,541,450

川崎　一郎  9 0 0 0 0 0  339,120  339,120

0 0 0 0 0 0  0

0 0 0 0 0 0  0

0 0 0 0 0 0  0

0 0 0 0 0 0  0

0 0 0 0 0 0  0

0 0 0 0 0 0  0

0 0 0 0 0 0  0

0 0 0 0 0 0  0

0 0 0 0 0 0  0

0 0 0 0 0 0  0

0 0 0 0 0 0  0

0 0 0 0 0 0  0

0 0 0 0 0 0  0

0 0 0 0 0 0  0

 308,290  308,290  308,290  308,290  308,290  339,120  1,880,570

 308,290  616,580  924,870  1,233,160  1,541,450  1,880,570

時間 円 時間 円

　＊１．登録研究員と補助員は、それぞれ別葉で作成してください。

　＊２．エフォート専従者の場合は、時間数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

氏名 単価 適用月
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 上期合計

上期月別合計

年度内月別累計

四半期別合計
第１四半期 第２四半期

 924,870  955,700
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「「労労務務費費積積算算書書」」（（大大学学用用））のの作作成成上上のの注注意意点点  

・研究員、補助員の計上額（金額）は、「人件費算定表」により算出し、その金額を「労務費積算書」の「金額」欄に転記してください。 

・研究員（研究員区分）、補助員にかかわらず、「単価」、「時間数」の欄は空白としてください。 

 

 

例例３３－－３３  【【労労務務費費積積算算書書】】  （（大大学学用用）） 

別紙９

件　　　　　名：

再委託先等項目：

時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額

○○　○○○　 426,020 426,020 426,020 426,020 426,020 426,020 0.00 2,556,120

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 2,556,120

0.00 426,020 0.00 852,040 0.00 1,278,060 0.00 1,704,080 0.00 2,130,100 0.00 2,556,120

時間 円 時間 円

　＊１．登録研究員と補助員は、それぞれ別葉で作成してください。

　＊２．エフォート専従者の場合は、時間数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

２０□□年度

○○○○○○

□□□□□□□□－□契約管理番号：労務費積算書

委託先等名称：

業務管理者　所属：

氏名：

○○○

○○○

８月 ９月 上期合計
単価 適用月

４月 ５月 ６月

0.00 1,278,060

第１四半期 第２四半期

上期月別合計

年度内月別累計

氏名

四半期別合計

７月

　　　○○　○○

0.00 1,278,060
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人人件件費費算算定定表表（（大大学学用用））  【【例例】】  

 

  

通勤費
<※2>

時間外
手当<※

3>

○○
<※4>

・・・・・
○○
<※4>

厚生年金 健康保険 介護保険 児童手当 労災保険 雇用保険

４月 ・・・・・
５月 ・・・・・
６月 ・・・・・

夏期手当
<※1>

・・・・・ <※6> <※８>

７月 ・・・・・
８月 ・・・・・
９月 ・・・・・

１０月 ・・・・・
１１月 ・・・・・
１２月 ・・・・・

年末手当
<※1>

・・・・・ <※6> <※８>

１月 ・・・・・

２月 ・・・・・
３月 ・・・・・

計

ＮＥＤＯ
従事時

間<※７>
【D】

当月労
働時間<

※5>
【B】

基本給

時間単
価

【C】
（A/B）

当月
支給額

【A】

法定福利費事業主負担分 NEDOへの計
上額

<※９>
【Ａ＋Ｆ】

又は
【E＋F】

消費税
相当額

【F】

計
【E】

(C×D)

氏名

○○○○

諸手当

原則として ＮＥＤＯ非専従等の場合に

記入してください。

<※1> 賞与は支給対象月完了後に計上してください。

<※2> 通勤費は月ごとの計上とします。通勤費は、消費税を割り戻した税抜額を計上してください。

（通勤費以外の手当についても、支給額が確定しており前払いで支給される手当は経過月ごとに計上できることとします。）

<※3> 時間外手当はNEDO従事対象期間のみとします。

<※4> 各大学で規定されている手当を記載してください。（手当の種類ごとに列を分けて記載してください。）

<※5> 1ヶ月の労働時間：所定労働時間（有給を含む）＋所定外労働時間

<※6> 賞与対象期間の実労働時間の合計時間を記入してください(有給を含む)。

<※7> 時間数を按分する場合は按分後の時間数を記入してください。従事日誌記載の時間数と一致しないことがあります。

<※8> 賞与対象期間のNEDO従事時間の合計時間を記入してください。

<※9> 消費税相当額の金額を加算した合計額を労務費積算書に転記してください。
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「「月月別別項項目目別別明明細細表表」」、、「「労労務務費費積積算算書書」」とと「「経経費費発発生生調調書書」」ととのの関関係係  （（一一般般））  

     

別紙２-２ □□□□□□□□－□ 別紙９

氏　名 単価 適用月

金額 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額

○○　○○ 14,300 4 21 300,300 271,700 22 314,600 21 300,300 19 271,700 19 271,700 121.00 1,730,300

1 0 0 0 0 0 0 0.00 0

2 0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

3 0 0 0 0 0 0 0.00 0

4 0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

5 0 0 0 0 0 0 0.00 0

6 0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

300,300 271,700 22.00 314,600 21.00 300,300 19.00 271,700 19.00 271,700 121.00 0

300,300 572,000 62.00 886,600 83.00 1,186,900 102.00 1,458,600 121.00 1,730,300

円 日 円

　＊１．登録研究員と補助員はそれぞれ別葉で作成してください。

　＊２．エフォート専従者の場合は、時間数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

２０□□年度 （確定検査） 別紙１－１

10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0% (d)（＝a＋c）

3,000,000 3,000,000 0 850,000 2,200,000 0 2,200,000 0 0 3,050,000 ▲ 50,000 50,000 3,050,000 3,050,000

0

3,000,000 3,000,000 0 850,000 2,200,000 0 2,200,000 0 3,050,000

0

5,040,000 5,040,000 1,243,400 1,216,200 1,219,400 1,227,000 401,200 818,200 ▲ 11,435 4,894,565 145,435 ▲ 145,435 4,894,565 4,894,565

3,600,000 3,600,000 886,600 843,700 878,400 876,800 290,800 587,600 ▲ 11,435 3,474,065

1,440,000 1,440,000 356,800 372,500 341,000 350,200 110,400 230,600 1,420,500

15,180,000 15,180,000 1,460,000 4,670,000 6,985,000 2,200,240 790,000 6,195,000 ▲ 22,900 15,292,340 ▲ 112,340 95,435 15,275,435 15,275,435

3,860,000 3,860,000 960,000 1,100,000 775,000 806,840 225,000 550,000 ▲ 20,000 3,621,840

4,000,000 4,000,000 500,000 1,000,000 1,500,000 1,107,600 550,000 950,000 ▲ 2,900 4,104,700

7,150,000 7,150,000 0 2,500,000 4,650,000 0 0 4,650,000 7,150,000

170,000 170,000 0 70,000 60,000 285,800 15,000 45,000 415,800

23,220,000 23,220,000 2,703,400 6,736,200 10,404,400 3,427,240 3,391,200 7,013,200 ▲ 34,335 23,236,905 23,220,000

2,322,000 2,322,000 2,323,690 ▲ 1,690 2,322,000 2,322,000

25,542,000 25,542,000 25,560,595 ▲ 18,595 0 25,542,000 25,542,000

2,554,200 2,554,200 2,556,059 ▲ 1,859 (145,435) ←流用減額計 2,554,200

28,096,200 28,096,200 28,116,654 ▲ 20,454 (4,644,000) ←流用制限額 28,096,200

28,096,200 28,096,200 28,096,200

調書種別 検査員　

① 中間検査 （自署欄）

② 確定検査

③

④

⑤

⑥

ＮＥＤＯの負担割合：
２０□□年4月15日

再委託等項目： 業務完了日： ２０□□年2月28日

0

当年度限度
額と発生額

の差額　(a'

－b)

　３．外注費

　４．諸経費

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

調書
№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

（検査実施分）

(e)

２０□□年３月５日 【実績報告時記入欄】

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

２０　　年　月までの分

検査年月日 計上期間
　　　　　　○○○○　　　　　●●●●

総計D(NEDO負担額)における当年度
支払対象額と限度額との差額(e－a')

２０□□年１１月２０日 ２０□□年１０月３１日までの分 15,525,268

２０□□年　３月　５日 ２０□□年　２月２８日までの分 28,096,200

２０　　年　　月　　日 ２０　　年　月までの分

0 0

再委託先等名称：

合　計 3,621,840

887,524第４四半期計 806,840

3,984,024

経費発生調書
委託先名称： （株）○○○○○ 件　名：

第１四半期計 960,000 1,056,000

６月計 260,000 286,000

＊＊薬品 6/25 7/31 80,000 88,000

＊＊実験器具一式 6/10 7/31 180,000 198,000

330,000

５月計 400,000 440,000

＊＊薬品 5/20 6/30 150,000 165,000

＊＊実験器具一式 5/14 6/30 250,000 275,000

４月計 300,000

○○の研究開発 ○○の研究開発 業務管理者　所属：

８月 ９月

＊＊薬品

５月対象項目名： 消耗品費

№ 項　　　目 検収日 支払日
経費発生額

消費税抜額 消費税込額

４月

委託先等名称： （株）○○○○○ 再委託先等項目：

4/20

再委託等項目： 氏名：

＊＊実験器具 4/25 5/31 100,000 110,000

5/31 200,000 220,000

時間数時間数

19
契約先名称 法人番号

２０□□年度 月別項目別明細表 ２０□□年度 労務費積算書 契約管理番号：

契約管理番号： □□□□□□□□－□

件　　　　名： ○○の基盤研究開発事業 件　　　　名： ○○の基盤研究開発事業 委託先等名称：

実績

○○の研究開発 委託期間： ２０□□年4月1日～２０□□年2月28日

886,600 59.00

第２四半期

843,700

上期月別合計

年度内月別累計

四半期別合計
62.00

21.00

21.00

19.00

(株)　○○○○○

上期合計６月 ７月

契約管理番号：

修正累計額
当年度

発生額合計(b)

原契約日：

２０　　年　　月　　日

40.00

第１四半期

日

※負担割合を契約している場
合のみ記入

□□□□□□□□－□

○○の基盤研究開発事業 ＮＥＤＯ担当部： ○○○○技術開発部

流用後の
合計額

支払対象額

(e)

(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績

項　　目

契約金額

(a)

　当年度
限度額　(a')

流用する
増減の額

 (c)

第１四半期 第２四半期

３月計

２０　　年　　月　　日 ２０　　年　月までの分

※代表委託者等が

検査する場合、

法人名も記入

第３四半期 第４四半期 期中検査時に使用

消費税及び地方消費税Ｃ（＝Ｂ×10％）

間接経費率 10.0%

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

　１．研究員費

　２．補助員費

実績 10月実績 11・12月実績

２０　　年　月までの分

２０　　年　　月　　日

月別項目別

明細表
労務費積算書

経費発生調書

月別項目別明細表、労務費積算書それぞれの

四半期ごとの合計額を、経費発生調書の該当

欄に転記します。
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「「月月別別項項目目別別明明細細表表」」、、「「労労務務費費積積算算書書」」とと「「経経費費発発生生調調書書」」ととのの関関係係  （（大大学学用用））  

  

   

□□□□□□□□－□

□□□□□□□□－□

○○の基盤研究開発事業

○○の研究開発

国立大学法人○○○大学

1 426,762 426,762 0.00 2,987,334

0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

2 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

3 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

0.00 0.00 426,762 0.00 426,762 2,987,334

0.00 0.00 2,560,572 0.00 2,987,334

日 円 日 円

　＊１．登録研究員と補助員はそれぞれ別葉で作成してください。

　＊２．エフォート専従者の場合は、時間数又は日数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

Ｎ１年度　　月別項目別明細表 別紙２

経費発生調書 ２０□□年度 中間検査 □□□□□□□□－□ 契約管理番号：□□□□□□□□－□

件　　名： ○○の基盤研究開発事業 ○○の基盤研究開発事業

○○の研究開発 ○○の研究開発

再委託等件名： 国立大学法人○○○大学

第１四半期

No
契約先名

称
法人番号 検収日 支払日 消費税抜額 消費税込額

30.0% 30.0% ― ― ― ― ― ― 30.0%

22,827,000 22,827,000 3,879,578 8,366,546 8,617,776 0 0 0 0 20,863,900

9,800,000 9,800,000 1,581,230 4,789,010 3,344,000 9,714,240 9月計 200,000
5,250,000 5,250,000 1,707,048 1,480,286 1,490,286 4,677,620

2,345,000 2,345,000 245,700 1,109,600 567,890 1,923,190

5,432,000 5,432,000 345,600 987,650 3,215,600 4,548,850

6,848,000 6,848,000 6,259,170

29,675,000 29,675,000 27,123,070

29,675,000 29,675,000

①

②

③

④

⑤

⑥

№

対象項目名：

謝金対象項目名：

２０□□年度 月別項目別明細表

件　　名：

再委託等項目：

委託先等名称：

別紙2-1-1

200,000

契約先名
称

件名、出張日（期間）、出張者、目的地

４月計
件名：第○回○○○○学会に参加、

出張期間：○年４月26～28日、

出張者：○○○○、

目的地：○○○市

５月計

合　計

第４四半期計

７月計

第１四半期計

６月計

○○○○○に関する調査、○年6月9～10日、

○○○○、○○○○市及び□□市

外国出張：○○○○国際学会に参加、○年6月

20～28日、△△△△、　○○国○○○

9/15 9/30
―

第４四半期 期中検査時に使用

件名

支払対象額
(c)

(b)か(a')の低い額

（間接経費は

小計×比率）

修正累計額

第３四半期第２四半期

再委託等項目：

委託先等名称：

件　　　名：

○○講演会に係る＊

＊委員の謝金
1

0.00

別紙９

第２四半期

６月

金額

853,524

0

0

0

853,524

1,707,048

第１四半期

426,762

0

0

426,762

0.00

委託期間：

原契約日：

業務完了日：

6,259,170

27,123,070

27,123,070

総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

【実績報告時記入欄】

588,830

2,551,930

当年度
発生額合計

(b)

当年度
限度額と

発生額の

差額

(a'－b)

20,863,9001,963,100

　　年　月　日

0.00

426,762

0

0

0

0.00

0.00

0

0

0

0

0

0.00

0.00

426,762

853,524

２０□□年4月1日～２０□□年2月28日

２０□□年4月15日

　　　年　　月　　日

２０□□年１月１５日

実績

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

調書
№

【中間検査・確定検査の実施状況】

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日

　　　年　　月　　日

計上期間

２０□□年１２月３１日までの分

　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日までの分

検査員
（自署欄）

負担割合：

　２．人件費・謝金

検査年月日

再委託先等名称：

　　
※負担割合のある

項　　目

契約金額

(a)

当年度
限度額

(a')

中間検査 ２０□□年１月１５日 27,123,070

　１．物品費

実績 ○月実績 ○月実績

　　○○○○　　　　●●●●
　　　年　　月　　日

支払対象額
(検査実施分)

(c)調書種別

　３．旅費

　４．その他

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

間接経費率

Ⅰ．直接経費

実績 実績

  場合のみ記入

　　　ＮＥＤＯの

4/30

1,280,286

委託先名称： 国立大学法人○○○大学 ○○○○部

1,707,048

契約管理番号：

ＮＥＤＯ担当部：

426,762

2,133,810

0.00

1,923,190
四半期別合計

上期月別合計

年度内月別累計

0

0

時間数
又は

日数

時間数
又は

日数

116,550

○○　○○

時間数
又は

日数
金額

時間数
又は

日数

労務費積算書２０□□年度  

国立大学法人○○○大学

上期合計旅費

氏　名 単価 適用月
金額

時間数
又は

日数
金額消費税抜額 消費税込額

時間数
又は

日数
金額

８月 ９月

1,100,000

00

0

0

0

0

0

0

法人番
号

時間数
又は

日数
金額

４月

氏名：

検収日
精算日

（支払日）

支払金額

７月

再委託先等項目：

6/25

426,762

0

0 0

426,762

金額

○○の研究開発

５月

5/10 116,550

契約管理番号：

件　　名： ○○の基盤研究開発事業

0

0

0 0

0

契約管理番号：

業務管理者　所属：

委託先等名称：

6/30 7/10

129,150

6/11

1,000,000 1,100,000

129,150

245,700

別紙1-1-1
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「「支支出出簿簿」」、、「「労労務務費費積積算算書書」」とと「「経経費費発発生生調調書書」」ととのの関関係係  （（国国立立研研究究開開発発法法人人等等用用））  

  

   

支　出　簿　(国立研究開発法人等用） □□□□□□□□－□

Ｎ２年度

件　　　　　名：□□□□の基盤研究開発事業　／　□□□□の研究開発

契約管理番号：□□□□□□□□－□

委託先等名称：国立研究開発法人○○○機構

1.備品費

整理番号 関連番号 契約日 件名 法人番号 契約済額 発生日 支出日 時間数 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額

KA0400021 4月20日 接続継手　KP700 112,200 4月20日 5月31日 426,762 426,762 0.00 2,987,334

KA0400043 4月22日 ＊＊装置 1111111111111 2,222,000 4月22日 6月30日 0 0 0 0.00 0

小計 2,334,200 2,122,000 0 0 0 0.00 0

　 2.消耗品費 0 0 0 0.00 0

整理番号 関連番号 契約日 件名 法人番号 契約済額 発生日 支出日 0 0 0 0.00 0

KB0400051 4月15日 □□溶剤100リットル 101,200 4月15日 5月31日 0 0 0 0.00 0

KB0400063 4月16日 偏光レンズ一式 97,900 4月16日 6月30日 0 0 0 0.00 0

KB0400111 5月10日 特殊かご形電動機 85,800 5月10日 6月30日 0 0 0 0.00 0

　 小計 284,900 259,000 0 0 0 0.00 0

7.その他経費 0 0 0 0.00 0

整理番号 関連番号 契約日 件名 法人番号 契約済額 発生日 支出日 0 0 0 0.00 0

KC0401001 4月23日 ○講演会×委員謝金 220,000 4月23日 4月23日 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

0.00 0.00 426,762 0.00 426,762 0

0.00 0.00 2,560,572 0.00 2,987,334

日 円 日 円

　＊１．登録研究員と補助員はそれぞれ別葉で作成してください。

　＊２．エフォート専従者の場合は、単価、適用月、時間数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

経費発生調書 ２０□□年度 中間検査 □□□□□□□□－□

件　　名： □□□□の基盤研究開発事業

□□□□の研究開発

再委託等件名：

30.0% 30.0% ― ― ― ― ― ― 30.0%

25,327,000 25,327,000 4,687,348 9,420,546 8,631,176 0 0 0 0 22,739,070

2,468,000 2,468,000 2,122,000 1,246,000 5,400 3,373,400

9,800,000 9,800,000 259,000 4,789,010 3,344,000 8,392,010

5,250,000 5,250,000 1,707,048 1,280,286 1,490,286 4,477,620

32,000 32,000 8,000 8,000 8,000 24,000

2,345,000 2,345,000 245,700 1,109,600 567,890 1,923,190

5,432,000 5,432,000 345,600 987,650 3,215,600 4,548,850

7,598,000 7,598,000 6,821,721

32,925,000 32,925,000 29,560,791

3,292,500 3,292,500 2,956,079

36,217,500 36,217,500 32,516,870

36,217,500 36,217,500

①

②

③

④

⑤

⑥

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

中間検査 ２０□□年1月15日 ２０□□年12月31日までの分 32,516,870 検査員
（自署欄） 　　○○○○　　　　●●●●

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

調書№

【中間検査・確定検査の実施状況】
支払対象額

(検査実施分)

(c)

【実績報告時記入欄】

調書種別 検査年月日 計上期間 ２０□□年１月１５日
総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ） 3,700,630 32,516,870

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額 32,516,870

合　計　Ｂ（＝Ⅰ＋Ⅱ） 3,364,209 29,560,791

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×１０%) 336,421 2,956,079

　６．その他

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率） 776,279 6,821,721

　２．消耗品費

　３．人件費

　４．光熱水費

　５．旅費

間接経費率 ―

Ⅰ．直接経費 2,587,930 22,739,070

　１．備品費

第４四半期 期中検査時に使用

修正累計額

当年度
発生額合計

(b)

当年度
限度額と

発生額合

計の

差額

(a'－b)

支払対象額
(c)

(b)か(a')の低い額

（間接経費は

小計×比率）

実績 ○月実績 ○月実績

項　　目

契約金額

(a)

当年度
限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

実績 実績 実績

  場合のみ記入 業務完了日： 　　年　月　日

再委託先等名称： 委託期間： ２０□□年4月1日～２０□□年2月28日

　　　ＮＥＤＯの ※負担割合のある 原契約日： ２０□□年4月15日

負担割合：

0.00 1,280,286

契約管理番号：

委託先名称： 国立研究開発法人○○○機構 ＮＥＤＯ担当部： ○○○○部

0.00 853,524 1,707,048 0.00 2,133,810

四半期別合計
第１四半期 第２四半期

0.00 1,707,048

年度内月別累計 0.00 426,762

426,762 0.00 426,762 853,524 0.00 426,762上期月別合計 0.00

×委員 220,000 20,000 200,000 0 0 0

0 0 0

債主名 支出額 消費税 税抜額 四半期毎集計 0 0 0

284,900 25,900 259,000 0 0 0

0 0 0

△△モータ 85,800 7,800 78,000 0 0

0

××光学 97,900 8,900 89,000 0 0 0

○×化学 101,200 9,200 92,000 0 0

0

債主名 支出額 消費税 税抜額 四半期毎集計 0 0 0

0

2,334,200 212,200 2,122,000 0 0 0

00 0

426,762

×××電機 2,222,000 202,000 2,020,000 0

426,762 426,762 853,524○○○工機 112,200 10,200 102,000 ○○　○○

0

６月 ７月 ８月 ９月 上期合計

氏名：

金額 時間数 金額 金額 時間数 金額時間数

再委託先等項目：

氏　名 単価 適用月
４月

件　　　名： □□□□の基盤研究開発事業

５月

債主名 支出額 消費税 税抜額 四半期毎集計

委託先等名称： 国立研究開発法人○○○機構

□□□□の研究開発 業務管理者　所属：

別紙2-1-2 ２０□□年度  労務費積算書 契約管理番号：
別紙９

別紙１－１－２
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５５．．経経費費発発生生調調書書 

委託業務を遂行する上で、実際に発生し支払を行った委託費対象経費を経費発生調書に計上します。この経費発生調書を用いて検査を行います。 

（（１１））経経費費発発生生調調書書のの様様式式 

経 費 発 生 調 書 は 、 契 約 約 款 毎 に 定 め て い ま す の で 、 「 委 託 事 業 の 手 続 き ： 約 款 ・ 様 式 」 の ペ ー ジ (https://www.nedo.go.jp/itaku-

gyomu/yakkan.html）から当該委託事業の標準契約書のページへ移動し、約款別表から様式をダウンロードして記入してください。 

経費発生調書の様式は、標準契約約款、大学・国立研究開発法人等用の契約約款によって、「一般用」「大学用」「国立研究開発法人等用」の積算

項目に違いがあります。単年度契約、複数年度契約といった契約形態、もしくは委託先、再委託先等といった事業者の分類の違いによる経費発生調

書の区別はありません。 

※ 調査委託契約の場合は約款の積算項目に基づき、経費発生調書様式の大項目「Ⅰ．機械装置等費」は適用しません。従って、Ⅱ「労務費」をⅠ

に、Ⅲ「その他経費」をⅡに、Ⅳ「間接経費」をⅢに読み替えます。 

※ プロジェクトマネジメントシステム（PMS）利用の事業者の場合は、PMS 操作マニュアルを参照の上、PMS より様式をダウンロードしてご利用くだ

さい。 

【【経経費費発発生生調調書書エエククセセルルフファァイイルルのの注注意意点点】】  

① ファイルの動作環境 

表計算ソフトエクセル （Microsoft Office Excel 2000 以上） 

② セルの設定 

あらかじめ計算式の入っているセルは赤字で表示され、書き込み禁止の設定（パスワードによる保護設定）がされています。 

（やむを得ず、書き込み禁止のセルを修正する場合は、プロジェクト担当部までご連絡ください。） 

黄色のセル（青字で表示）は、あらかじめ計算式が入っていますが、修正は可能です。 

空白セルのデータを入力した箇所は青字で表示されます。 
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（（２２））  経経費費発発生生調調書書作作成成上上のの注注意意点点  

  

経費発生調書は、原則、委託契約書上の委託先別に作成することが必要です。例えば、委託先が複数で業務を実施する（連名契約）であっても、

経費発生調書は委託先別に作成することになります。 

 

＜＜経経費費発発生生調調書書がが複複数数必必要要ととななるる場場合合＞＞  

• 委託先と契約関係にある再委託先、共同実施先がある場合や、研究組合方式により研究分担先と委託業務を実施している場合は、委託

先の経費発生調書の他に、再委託先、共同実施先、研究分担先別の経費発生調書を作成してください。また、委託先と経理処理を別にし

ている分室がある場合にも、分室別の経費発生調書を作成してください。 

 

＜＜経経費費発発生生調調書書にに代代わわるる書書類類をを作作成成すするる場場合合＞＞  

• 再委託先・共同実施先が国公立機関等の場合は、当該機関の受託規程等で定められた様式の調書（「決算報告書」および「収支決算書」

等）を作成してください。なお、この場合、NEDO 委託契約で定めた本書に示す様式の経費発生調書の作成は不要です。 

 

＜＜経経費費発発生生調調書書【【総総括括表表】】がが必必要要ととななるる場場合合＞＞  

• 委託先の他に、再委託先、共同実施先、研究分担先または分室（別経理）といった複数の経費発生調書がある場合は、中間検査（年

度末）時および確定検査時に、経費発生調書【総括表】（以下、「総括表」といいます）を作成してください。 

 

＜＜流流用用ににつついいてて＞＞  

• 委託先、再委託先、共同実施先、研究分担先、分室（別経理）それぞれで、年度限度額の合計２０％を超えて流用することはできません。

２０％を超える流用が必要な場合は、実施計画変更届出書の提出が必要となります。ただし、大学・国立研究開発法人等用契約約款で締

結している大学・国研等は流用の制限はありません。 

  

＜＜委委託託先先等等がが免免税税事事業業者者ままたたはは海海外外企企業業ででああるる場場合合のの消消費費税税のの扱扱いい＞＞  

• 免税事業者の場合、経費発生調書の「消費税及び地方消費税Ｃ」の行の数値欄（流用制限額欄を除く）は、計算式を削除して「0（ゼロ）」入

力してください。（例４―１ Ｐ．３２等参照） 
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• 海外企業等が再委託先の場合、総括表の該当する企業欄の経費列の右列欄を使用して、委託先等名称欄に「消費税等」と記入して消費

税および地方消費税の金額のみを記入してください。（例７ Ｐ．３８等参照） 

 

＜＜当当該該年年度度中中にに経経費費発発生生調調書書をを修修正正すするる際際のの注注意意＞＞  

• 過去、中間検査でＮＥＤＯが確認した経費発生調書上の数字は、遡って（上書き）修正は一切できません。 

修正が必要な場合は、「修正額内訳書（例６－１、例６－２ Ｐ．３６参照）」を作成し、経費発生調書の「修正累計額欄」を使って修正してく

ださい。（例６－３ Ｐ．３７参照） 

• 修正累計額欄を用いて修正金額を反映させる際、「修正額内訳書」に直近調書№、修正対象項目、修正対象月、修正前の額、修正後の

額、修正金額および修正理由を記入してください。 

• 当該年度中の計算ミス等による修正、未計上分の追加は、「修正額内訳書」に内訳を記入のうえ修正累計額欄に計上してください。 

（注意：過年度分の未計上分は計上できません。また、過年度分について、単価等に誤りのある事が判明した場合、減額修正は行います

が、増額修正はできません。） 

• なお、当該年度末に年度限度額＝年度実績額として確定しますが、確定した年度実績額を超えない範囲で前回の中間検査で確定した実

績部分を中間検査（年度末）までに修正する場合は、「修正額内訳書」により修正してください。 

 

＜＜複複数数年年度度契契約約でで限限度度額額のの変変更更をを行行っったた場場合合のの限限度度額額＞＞  

• 実施計画変更申請により、「前倒し」、「後倒し」による当該年度限度額の変更を行った場合は、当該年度限度額欄に変更後の限度額を記

入してください。 

• 変更契約により、契約金額の増額変更を行った場合は、変更契約書における限度額を当該年度限度額欄に記入するとともに、変更契約

金額を契約金額欄に記入してください。 

 

＜＜複複数数年年度度契契約約期期間間中中にに年年度度実実績績額額がが年年度度限限度度額額にに対対ししてて過過少少ととななっったた際際のの注注意意【【（（中中間間））実実績績報報告告書書のの提提出出時時、、中中間間検検査査（（年年度度末末））時時＞＞  

• これまで（中間）実績報告書を年度内に受領して年度末中間検査により年度実績額を確定してきましたが、今後は年度末中間検査は行

わず、当該年度の「年度限度額」を当該年度の「年度実績額」として確定していきます。 

• このため、（中間）実績報告書の提出時に添付する経費発生調書において当初予定していた経費が不要となった場合や、中間検査（年度

末）時に作成する経費発生調書において検査員から計上した経費を否認された場合など、実際に執行した年度実績額が年度限度額に

対して過少となった場合は、以下の手順で「N１年度修正額」により年度実績額＝年度限度額とします。 
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① N１年度の「月別項目別明細表」または N１年度の「労務費積算書」の３月の経費として修正が発生した費目へ「N１年度修正額」を適切

に計上することで、経費発生調書上、当年度限度額（a’）のDの内、NEDO負担額＝支払対象額（e）のDの内、NEDO負担額 とします。 

② N２年度「修正額内訳書」には上記の N１年度修正額の金額を修正金額として計上し、N２年度経費発生調書の修正累計額欄で減額す

ることで調整を行います。（例１０－１ ～ 例１０－３Ｐ．４２～４４参照） 

※N１年度の中間実績報告書（N２年５月末提出）に添付する経費発生調書は修正後（例１０－２）のものですが、修正内容の確認のため

に「N２年度修正額内訳書」、「N１年度月別項目別明細表」および「N１年度労務費積算書」をプロジェクト担当部へ提出いただき、修正が

発生した理由を報告してください。また、N２年度の中間検査の際に、 減額調整した N２年度の経費発生調書（例１０－３）および「N２年

度修正額内訳書」をプロジェクト担当部へ提出ください。 

 

 

＜＜そそのの他他＞＞  

••  経費発生調書を作成するときの対象期間において、経費が発生していない場合でも空白にはせず、「０（ゼロ）」を記入してください。 
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「「  経経  費費  発発  生生  調調  書書  」」  （（一一般般用用））  

 

 

（中間検査・中間検査(年度末)・確定検査・概算払）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

0.0% 0.0% ― ― ― ― ― ― ― 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 ←流用減額計 0

0 0 0 0 0 ←流用制限額 0

0 0 0

　　年　　月　　日

①

②

③

④

⑤ 2022年度

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

経費発生調書　２０□□年度

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×１０%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

検査員

（自署欄）　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

【実績報告時記入欄】

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

流用後の

合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額

(e)
(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 □月実績 □月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する

増減の額

(c)

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

　　場合のみ記入 業務完了日： ２０　年　月　日

再委託先等名称： 委託期間： ２０　年　月　日～２０　年　月　日

※負担割合のある 原契約日： ２０　年　月　日

契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： ＮＥＤＯ担当部：

別紙１－１11))

22))

33))

44))

55))

66))

77))

88))
99))

1100))
1111))

1122))

1133)) 1144)) 1166)) 1177)) 1188))

1199))

2211))2200))
2222)) 2233)) 2244)) 2255))

2266))

2299))

2288))

2277))

1155))

一一般般用用

最最新新版版使使用用

ののこことと

ププルルダダウウンンでで

1100％％選選択択
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「「  経経  費費  発発  生生  調調  書書  」」  （（大大学学用用））  

  
  

（中間検査・中間検査(年度末)・確定検査・概算払） □□□□□□□□－□

件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

0.0% 0.0% ― ― ― ― ― ― ― 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

①

②

③

④

⑤ 2022年度

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　４．その他

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

　３．旅費

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

【実績報告時記入欄】

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(c)

　　年　　月　　日
総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員

（自署欄）　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

Ⅰ．直接経費

　１．物品費

　２．人件費・謝金

実績 実績

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

□月実績 □月実績

間接経費率

実績 実績

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

※負担割合のある 原契約日： ２０　年　月　日

　　場合のみ記入 業務完了日： ２０　年　月　日

再委託先等名称： 委託期間： ２０　年　月　日～２０　年　月　日

契約管理番号：

委託先名称： ＮＥＤＯ担当部：

経費発生調書　２０□□年度
別紙１－１－１

22))

33))

44))

1122))

1133))

11))

1144))

55))

66))

77))

88))

99))

1100))

1111))

1155)) 1166)) 1177)) 1188))

1199))

2200)) 2211))
2222))

2277))2266))

2288))

2255))

2299))

大大学学用用
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「「  経経  費費  発発  生生  調調  書書  」」  （（国国立立研研究究開開発発法法人人等等用用））  

   
  

２０□□年度 （中間検査・中間検査(年度末)・確定検査・概算払） □□□□□□□□－□

件　　名：

再委託等件名：

0.0% 0.0% ― ― ― ― ― ― ― 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

　　年　　月　　日

①

②

③

④

⑤

⑥ 2022年度

契約管理番号：

委託先名称： ＮＥＤＯ担当部：

経経費費発発生生調調書書((国国立立研研究究開開発発法法人人用用))

再委託先等名称： 委託期間： ２０　年　月　日 ～ ２０　年　月　日

業務完了日： ２０　年　月　日

原契約日： ２０　年　月　日
ＮＥＤＯの負担割合：

第１四半期 第２四半期 第３四半期

※負担割合のある場合のみ記入

　４．光熱水費

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 □月実績 □月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

間接経費率

Ⅰ．直接経費

　１．備品費

　２．消耗品費

　３．人件費

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ⅰ＋Ⅱ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×１０%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　５．旅費

　６．その他

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

【実績報告時記入欄】

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員

（自署欄）　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

別紙１－１－２
11))

22))

33))

44))

55))

66))

77))

88))
99))

1100))
1111))

1122))

1133)) 1144)) 1166)) 1177)) 1188))

1199))

2211))2200))
2222)) 2255))

2266))

2299))

2288))

2277))

1155))

国国立立研研究究開開

発発法法人人等等用用

ププルルダダウウンンでで

1100％％選選択択
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（（３３））  経経費費発発生生調調書書のの記記入入要要領領  
（大学用の様式においては、「総計Ｄ」は「合計」に、英字「ｅ」は「ｃ」と読み替えます。 
 国立研究開発法人等用の様式においては、英字「ｅ」は「ｃ」と読み替えます。） 
※ PMS 利用の場合は基本情報・検査情報がセットされた経費発生調書が出力されますが、各情報に誤りがないか下記を参考にご確認ください。 
 

１１））  表表題題  

経費発生調書の使用目的に応じ、表題の（中間検査）・（中間検査（年度末））・（確定検査）・（概算払）の中から選択してください。 
（概算払）は、国からの補助金により委託事業を行っている場合のみ使用します。 

２２））  委委託託先先名名称称  

委託先の名称を記入してください。 

３３））  再再委委託託先先等等名名称称  

再委託先等の経費発生調書の場合は、この欄に再委託先等の名称を記入してください。 
再委託先等とは、再委託先、共同実施先、研究分担先、分室（別経理）のことです。 

４４））  ＮＮＥＥＤＤＯＯのの負負担担割割合合  

契約上、負担割合が定められている場合は、負担割合を分数で記入してください。 
負担割合が定められている場合、「総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額」の行（一般用はａ、ａ’、ｅの欄、大学用、国立研究開発法人等用はａ、ａ’、ｃの欄）には、
「総計Ｄ×負担割合」で計算された金額が表示されます。（空白の場合は、「総計Ｄ」と同額になります。） 

５５））  件件名名  

委託契約書中の件名を記入してください。 

６６））  再再委委託託等等件件名名  

再委託先等の経費発生調書の場合は、この欄に再委託契約書等の件名を記入してください。 

７７））  契契約約管管理理番番号号  

ＮＥＤＯと委託契約を締結する際に通知された契約管理番号を記入してください。 
再委託先等で作成される経費発生調書等についても同一番号を記入してください。 

８８））  ＮＮＥＥＤＤＯＯのの担担当当部部  

当該契約のＮＥＤＯの担当部名を記入してください。 
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９９））  委委託託期期間間  

契約書で定められた委託期間（再委託先等の場合、再委託契約書等で定められた委託期間）を記入してください。 

1100））  原原契契約約日日  

当初の契約締結日（再委託先等の場合、再委託契約書等の契約締結日）を記入してください（変更契約した場合であっても、当初の契約日を記入）。 

1111））  業業務務完完了了日日  

確定検査時のみ実績報告書に記載する業務完了日を記入してください。 
（再委託先等の業務完了日は、委託先へ提出する実績報告書の業務完了日を記入してください。） 

1122））  間間接接経経費費率率  

「契約金額」欄には契約書の間接経費率を記入してください。 
「当年度限度額」欄には、当該年度の間接経費率を記入してください。 
間接経費率の考え方については、委託業務事務処理マニュアル（間接経費について）を参照してください。 

1133））  契契約約金金額額((aa))  

検査時点における直近の契約金額を記入してください。（2 年度目以降は中項目の金額は入力はしなくても可） 
複数年度契約では、複数年度全体の契約金額を記入してください。 

1144））  当当年年度度限限度度額額((aa’’))  

当該年度の限度額を記入してください。単年度契約では契約金額(a)と同額を記入してください。 

1155））  第第１１四四半半期期  

月別項目別明細表・労務費積算書の４～６月分の経費発生額を記入してください。 

1166））  第第２２四四半半期期  

月別項目別明細表・労務費積算書の７～９月分の経費発生額を記入してください。 

1177））  第第３３四四半半期期  

月別項目別明細表・労務費積算書の１０～１２月分の経費発生額を記入してください。 

1188））  第第４４四四半半期期  

月別項目別明細表・労務費積算書の１～３月分の経費発生額を記入してください。 
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1199））  期期中中検検査査時時にに使使用用  

四半期の途中月で中間検査を受検した場合、途中月までの経費を□月（途中月）実績として左欄に記入し、あわせて当該四半期実績欄へ

同額を転記してください。次回検査時には、残り月の経費を□月（残り月）実績として右欄に記入し、当該四半期の実績欄の経費を途中月＋

残り月の合計額に変更してください。 

<<例例>>  ４４～～１１００月月ままででのの中中間間検検査査をを受受検検ししたた場場合合  

①中間検査時には、「10 月実績」として、１０月分の経費を左欄に記入し、同額を第３四半期実績欄に転記します。 

（例４－１ Ｐ．３２、例４－２ Ｐ．３３参照） 

②次回検査時には、「11,12 月実績」として、１１月、１２月分の合計実績額を右欄に記入し、第３四半期実績欄を１０月～１２月の合

計実績額に変更します。（例５－１ Ｐ．３４、例５－２ Ｐ．３５参照） 

2200））  修修正正累累計計額額  

既検査額に修正が生じた場合は、「修正額内訳書（例６－１、例６－２ Ｐ．３６）」に修正の内容を記入したうえで、その項目における修正額

の累計額を、この欄に記入してください。（例６－３ Ｐ．３７参照） 

2211））  発発生生額額合合計計((bb))  

第１四半期実績額から修正累計額までの合計が項目別に自動計算により表示されます。 

「総計Ｄ」には、経費発生額の合計が表示されます。 

2222））  当当年年度度限限度度金金額額とと発発生生額額合合計計のの差差額額（（aa－－bb））  

契約金額から発生額合計を引いた金額、すなわち、残っている契約金額が表示されます。 

複数年度契約の場合は、「当年度限度額(a’)と当年度発生額合計(b)の差額」が表示されます。 

2233））  流流用用すするる増増減減のの額額((cc))  ＜＜大大学学用用、、国国立立研研究究開開発発法法人人等等用用のの様様式式にに本本項項目目ははあありりまませせんん。。＞＞ 

発生額合計が契約金額に達しない大項目があった場合に、その未達の契約金額を他の発生額が超過している大項目へ移すことができると

したもので、契約金額未達の大項目欄に、他へ移す金額をマイナスの額で記入し、契約金額を超過した大項目欄に、他から移ってくる契約

金額をプラスの額で記入します。 

「流用減額計」欄には、流用によってマイナスした額（他の大項目へ移した額）の合計が表示され、流用制限額との確認ができます。 

「流用制限額」欄には、年度限度額「小計Ａ」の２０％の額が表示され、いくらまで流用可能なのかが確認できます。 

<<流流用用ととはは>>  委託期間中において、実施計画書の委託費項目別明細表に記載された大項目（Ⅰ～Ⅲ）の経費の配分額について、発

生額が契約時の金額を下回る項目と契約時の金額を上回る項目がある場合、その大項目間で契約時の大項目毎の経

費配分額を移動することをいいます。 
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2244））  流流用用後後のの合合計計額額((dd))  ＜＜大大学学用用、、国国立立研研究究開開発発法法人人等等用用のの様様式式にに本本項項目目ははあありりまませせんん。。＞＞  

流用した結果、大項目Ⅰ～Ⅳの契約金額（複数年度契約では当年度限度額）がそれぞれいくらになったか確認できます。 

2255））  支支払払対対象象額額((ee))  ＜＜大大学学用用、、国国立立研研究究開開発発法法人人等等用用のの様様式式でではは支支払払対対象象額額((cc))＞＞  

「当年度発生額合計(b)」または「流用後の合計額(d)」のいずれか低い金額が表示されます。 

「支払対象額(e)」における「総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額」欄に、支払いの対象となる額が表示されます。（太枠セル） 

2266））  【【中中間間検検査査・・確確定定検検査査のの実実施施状状況況】】  

中間検査、確定検査のために経費発生調書を作成する際には、この欄に、現在までの中間検査、確定検査の実施状況を記入し、記録とし

て残してください。 

「支払対象額（検査実施分）（ｅ）」欄は「支払対象額（ｅ）」の「総計Ｄ」の額をもとに記入してください。 

複数年度契約の２年度目以降の場合、前年度までの実施状況は、「調書種別」に N１年度実績額、「検査年月日」にＮ2 年 3 月 31 日、「計上

期間」にＮ2 年 3 月 31 日までの分、「支払対象額（ｅ）」に年度限度額を記入してください。 

なお、「計上期間」は、中間検査は対象となる月の末日を、確定検査は検査対象となる日付までを記入してください。 

2277））  年年月月日日  

検査を行った検査員が、検査した日を記載します。（作成時は、空白としてください。） 

2288））  検検査査員員（（自自署署欄欄））  

検査を行った検査員がサイン（自署）する欄です。 

代表委託者等が再委託先、共同実施先等または連名契約における代表委託先以外の委託先を検査した場合は、ＮＥＤＯの検査員と区別す

るため、氏名だけではなく法人名も記入してください。 

<<注注１１>>  代表委託者等とは、再委託先、共同実施先等がある委託先または代表委託先です。 

<<注注２２>> 代表委託者等による確定検査（中間検査（年度末））は、ＮＥＤＯの行う確定検査（中間検査（年度末））以前に行ってください。 

2299））  【【実実績績報報告告時時記記入入欄欄】】  

「確定検査」時と「中間検査（年度末）」時のみ「総計Ｄ（ＮＥＤＯ負担額）における当該年度の支払対象額と限度額の差額（e－a’）」が表示され

ます。  
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（（４４））  経経費費発発生生調調書書のの記記入入例例  

大学用の様式においては、「総計Ｄ」は「合計」に、英字「ｅ」は「ｃ」と読み替えます。 

 

１１））  経経費費発発生生調調書書  

aa．．中中間間検検査査  （（委委託託先先：：ＮＮ１１年年１１１１月月１１８８日日受受検検））    例例４４－－１１（（ＰＰ．．３３２２））  例例４４－－２２（（ＰＰ．．３３３３））  

① 【中間検査・確定検査の実施状況】欄に、中間検査時の「総計Ｄ」の「支払対象額(ｅ)」を記録として残します。 

② 委託先が再委託先等の中間検査を行った場合、委託先の検査員の法人名称とサインを記入します。（以下の検査も同様） 

 

ｂｂ．．中中間間検検査査（（年年度度末末））  （（委委託託先先：：ＮＮ２２年年７７月月５５日日受受検検））  例例５５－－１１（（ＰＰ．．３３４４））  例例５５－－２２（（ＰＰ．．３３５５））  

① 第４四半期実績額の右側の「期中検査時に使用」欄に中間検査を行った１０月分実績額と１１、１２月分実績額を記入します。 

② 中間検査対象期間に修正があったため、「修正額内訳書」例例６６－－１１、、例例６６－－２２  （（ＰＰ．．３３６６））を作成し、結果を「経費発生調書」の「修正累計額」

欄に記入します。（例例６６－－３３  ＰＰ．．３３７７参照） 

③ 【中間検査・確定検査の実施状況】欄に、「調査種別」を N１年度実績額と記載し、「総計Ｄ」の「支払対象額(ｅ)」を記録として残します。 

④ 例例５５－－１１（（ＰＰ．．３３４４））では「当年度限度金額と発生額合計の差額（a’- b）」欄の項目で残っている契約金額を、「流用する増減の額(c)」の欄

「Ⅰ．機械装置等費」および「Ⅲ．その他経費」へ全額流用することにより、「流用後の合計金額」が増額し、「総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

の支払対象額(e)」が「総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額の当年度限度額（a’）」と同額となります。 

⑤ 【実績報告時記入欄】には「総計Ｄ（ＮＥＤＯ負担額）における当該年度の支払対象額と限度額の差額（e－a’）」が表示されます。 

  

cc．．確確定定検検査査  （（委委託託先先：：ＮＮ３３年年７７月月５５日日受受検検））    例例８８－－１１（（ＰＰ．．３３９９））  例例８８－－２２（（ＰＰ．．４４００））  

① ２年度目以降、「契約金額欄」は中項目の金額を入力しなくても可とします。 

② 【中間検査・確定検査の実施状況】欄には、前年度までの各年度の実績額状況※を記入し、その後に当該年度の中間検査から確定検査

までの状況を記入します。 

   ※2020 年度以前から開始の事業において「年度末中間検査」を実施し実績額を確定していた場合は、  例例８８－－２２のとおり年度末中間検

査を記入してください。  
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２２））  経経費費発発生生調調書書【【総総括括表表】】  

・・中中間間検検査査（（年年度度末末））  （（委委託託先先：：ＮＮ２２年年７７月月５５日日受受検検））  例例７７（（ＰＰ．．３３８８））  

・・確確定定検検査査  （（委委託託先先：：ＮＮ３３年年３３月月５５日日受受検検））    例例９９（（ＰＰ．．４４１１））  

 

①委託先経費発生調書の「契約金額(a)」を契約金額欄に記入します。 

②「昨年度末までの実績累計額」欄に、“契約開始年度から昨年度までの年度”を記入するとともに、前年度（中間検査（年度末）時）の委託先

経費発生調書から「発生額」、「支払対象額」、「支払対象額のうちＮＥＤＯ負担額」、「支払対象額－限度額（ＮＥＤＯ負担額）」を記入します。 

（単年度契約、複数年度契約の初年度の場合、当該項目の金額欄は「０」を記入します。） 

③「今年度実績」欄に、“当該年度”を記入するとともに、委託先経費発生調書の当該年度の「限度額」、「限度額のうちＮＥＤＯ負担額」、「発生

額」、「支払対象額」、「支払対象額のうちＮＥＤＯ負担額」、「支払対象額－限度額（ＮＥＤＯ負担額）」を記入します。 

④「今年度までの実績累計」欄に、“契約開始年度から今年度までの年度”を記入します。 

「発生額」、「支払対象額」、「支払対象額のうちＮＥＤＯ負担額」、「支払対象額－限度額（ＮＥＤＯ負担額）」の欄は、今年度までの実績累計

が表示されます。 

⑤再委託先等の経費発生調書の内容についても、委託先経費発生調書と同様に総括表に記入します。 

⑥再委託先等に不課税団体（海外企業）を含む場合は、該当する再委託先等の右隣の列に消費税のみを計上します。 
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経費発生調書 （中間検査）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 0 19,600,000 ▲ 100,000 100,000 19,600,000 19,600,000

0

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 11,200,000 19,600,000

0

10,500,000 5,040,000 1,243,300 1,261,560 401,200 0 401,200 0 0 2,906,060 2,133,940 ▲ 100,000 4,940,000 2,906,060

7,500,000 3,600,000 886,500 889,060 290,800 290,800 2,066,360

3,000,000 1,440,000 356,800 372,500 110,400 110,400 839,700

26,110,000 14,240,000 1,460,000 4,950,000 3,940,000 0 3,940,000 0 0 10,350,000 3,890,000 14,240,000 10,350,000

8,000,000 3,940,000 960,000 1,100,000 225,000 225,000 2,285,000

6,500,000 2,980,000 500,000 1,000,000 550,000 550,000 2,050,000

10,500,000 6,780,000 0 2,500,000 3,150,000 3,150,000 5,650,000

1,110,000 540,000 0 350,000 15,000 15,000 365,000

71,610,000 38,780,000 2,703,300 14,611,560 15,541,200 0 15,541,200 0 0 32,856,060 32,856,060

7,161,000 3,878,000 3,285,606 592,394 3,878,000 3,285,606

78,771,000 42,658,000 36,141,666 6,516,334 0 42,658,000 36,141,666

7,877,100 4,265,800 3,614,166 651,634 (100,000) ←流用減額計 3,614,166

86,648,100 46,923,800 39,755,832 7,167,968 (7,756,000) ←流用制限額 39,755,832

86,648,100 46,923,800 39,755,832

Ｎ１年１１月１８日

①

②

③

④

⑤

⑥

契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： （株）○○○電機 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部： ○○○○部

Ｎ１年度

再委託先等名称： （株）　○○研究所 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 3月31日

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： ２０　年　月　日

項　　目

契約金額

(a)

当年度
限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

流用後の
合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額
(e)

(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 10月実績 実績 10月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度
発生額合計

(b)

当年度
限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する
増減の額

(c)

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×１０%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

調書
№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額
(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

【実績報告時記入欄】

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

検査員
（自署欄） NEDO検査員　○○○○　●●●●

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ1年１０月３１日までの分 39,755,832

（株）○○○電機

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した場合、それ以

降の残りの月の経費を右欄に記入し、合計を当該四半期実績欄へ

転記

確定検査時のみ記入

委託先自社分の場合

は、再委託先等名称

は記載不要

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「中間検査(年度末)」・「確定検査」・「概算払」から選択

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管

非課税団体等

の場合は、内

税方式で記入

例例４４－－１１

別紙１－１

非課税団体等の場合は、

「消費税及び地方消費税

Ｃ」は「０」を入力

中間検査時の流用も

可能です

一一般般用用

自動計算結果が実施計画書の委託

先総括表に記載の金額と異なる場

合は修正してください

「0」になっていること
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経費発生調書 （中間検査） □□□□□□□□－□

件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

30.0% 30.0% ― ― ― ― ― ― ― 30.0%

37,710,000 19,900,000 744,190 2,482,098 10,071,610 0 10,071,610 0 0 13,297,898 6,602,102 13,297,898

21,400,000 11,500,000 78,910 630,000 8,610,000 8,610,000 9,318,910

10,500,000 5,300,000 476,280 840,210 987,650 987,650 2,304,140

1,250,000 540,000 0 123,000 234,560 234,560 357,560

4,560,000 2,560,000 189,000 888,888 239,400 239,400 1,317,288

11,313,000 5,970,000 3,989,369 1,980,631 3,989,369

49,023,000 25,870,000 17,287,267 8,582,733 17,287,267

49,023,000 25,870,000 17,287,267

①

②

③

④

⑤

⑥

○○技術の適用化研究

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究

第３四半期

10月実績

契約金額

(a)

当年度
限度額

(a')

第４四半期

委託期間：

○○○○部ＮＥＤＯ担当部：

N1年 4月 1日～N3年 3月31日

契約管理番号：

委託先名称： 国立大学法人　○○大学

Ｎ１年度

○○創造プログラム

再委託先等名称： 学校法人　○○大学 ○○の基盤技術開発

修正累計額

原契約日： N1年 4月15日

第１四半期 第２四半期 期中検査時に使用 当年度
発生額合計

(b)

当年度
限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

支払対象額
(c)

(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

業務完了日： ２０　年　月　日

※負担割合のある

　４．その他

実績 実績 10月実績 実績

間接経費率

Ⅰ．直接経費

　１．物品費

　２．人件費・謝金

　３．旅費

項　　目

Ｎ1年１１月１８日
総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員
（自署欄） NEDO検査員　○○○○　●●●●

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ1年１０月３１日までの分 17,287,267

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

調書
№

【中間検査・確定検査の実施状況】

【実績報告時記入欄】

国立大学法人　○○大学
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

支払対象額
(検査実施分)

(c)

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

確定検査時のみ記入委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「中間検査（年度末）」・「確定検査」・

「概算払」から選択

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委

託先等名称は記載不要

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した場合、

それ以降の残りの月の経費を右欄に記入し、合計を当該

四半期実績欄へ転記

例例４４－－２２

別紙１－１－１

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管 大大学学用用
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経費発生調書 （中間検査（年度末））
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 0 19,600,000 ▲ 100,000 100,000 19,600,000 19,600,000

0

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 19,600,000

0

10,500,000 5,040,000 1,243,300 1,261,560 1,230,910 1,205,500 401,200 829,710 ▲ 11,435 4,929,835 110,165 ▲ 110,165 4,929,835 4,929,835

7,500,000 3,600,000 886,500 889,060 834,010 778,800 290,800 543,210 ▲ 11,435 3,376,935

3,000,000 1,440,000 356,800 372,500 396,900 426,700 110,400 286,500 1,552,900

26,110,000 14,240,000 1,460,000 4,950,000 6,263,560 2,185,335 3,940,000 2,323,560 ▲ 22,900 14,835,995 ▲ 595,995 10,165 14,250,165 14,250,165

8,000,000 3,940,000 960,000 1,100,000 1,459,560 642,135 225,000 1,234,560 ▲ 20,000 4,141,695

6,500,000 2,980,000 500,000 1,000,000 1,006,000 876,000 550,000 456,000 ▲ 2,900 3,379,100

10,500,000 6,780,000 0 2,500,000 3,550,000 555,000 3,150,000 400,000 6,605,000

1,110,000 540,000 0 350,000 248,000 112,200 15,000 233,000 710,200

71,610,000 38,780,000 2,703,300 14,611,560 18,694,470 3,390,835 15,541,200 3,153,270 ▲ 34,335 39,365,830 38,780,000

7,161,000 3,878,000 3,936,583 ▲ 58,583 3,878,000 3,878,000

78,771,000 42,658,000 43,302,413 ▲ 644,413 0 42,658,000 42,658,000

7,877,100 4,265,800 4,330,241 ▲ 64,441 (110,165) ←流用減額計 4,265,800

86,648,100 46,923,800 47,632,654 ▲ 708,854 (7,756,000) ←流用制限額 46,923,800

86,648,100 46,923,800 46,923,800

Ｎ２年　７月　５日

①

②

③

④

⑤

⑥

Ｎ１年度 契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： （株）○○○電機 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部： ○○○○部

２０　年　月　日

再委託先等名称： （株）　○○研究所 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 3月31日

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

項　　目

契約金額

(a)

当年度
限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日：

流用後の
合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額
(e)

(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 10月実績 11,12月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度
発生額合計

(b)

当年度
限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する
増減の額

(c)

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

Ｎ１年１０月３１日までの分 39,755,832

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

調書
№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額
(検査実施分)

(ｅ)

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×１０%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

【実績報告時記入欄】

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

Ｎ１年度実績額 Ｎ２年　３月３１日 Ｎ２年　３月３１日までの分 46,923,800
（株）○○○電機

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

検査員
（自署欄） NEDO検査員　○○○○　●●●●

中間検査 Ｎ１年１１月１８日

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

確定検査時のみ記入

委託先自社分の場合

は、再委託先等名称

は記載不要

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「中間検査（年度末）」・「確定検査」・「概算払」から選択

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管

例例５５－－１１

別紙１－１

非課税団体等の場合は、「消費税及び

地方消費税Ｃ」は「０」を入力

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した場

合、それ以降の残りの月の経費を右欄に記入し、合計

を当該四半期実績欄へ転記

一一般般用用

中間検査（年度末）・確定検査時及び概算

払を選択することにより金額が表示される

自動計算結果が実施計画書の委託

先総括表に記載の金額と異なる場合

は修正してください

「0」になっていること
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経費発生調書 （中間検査（年度末）） □□□□□□□□－□

件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

30.0% 30.0% ― ― ― ― ― ― ― 30.0%

37,710,000 19,900,000 744,190 2,482,098 14,047,430 2,799,316 10,071,610 3,975,820 ▲ 111,186 19,961,848 ▲ 61,848 19,900,000

21,400,000 11,500,000 78,910 630,000 9,660,000 123,456 8,610,000 1,050,000 ▲ 30,000 10,462,366

10,500,000 5,300,000 476,280 840,210 2,721,090 2,057,890 987,650 1,733,440 23,814 6,119,284

1,250,000 540,000 0 123,000 234,560 74,760 234,560 0 ▲ 105,000 327,320

4,560,000 2,560,000 189,000 888,888 1,431,780 543,210 239,400 1,192,380 3,052,878

11,313,000 5,970,000 5,988,554 ▲ 18,554 5,970,000

49,023,000 25,870,000 25,950,402 ▲ 80,402 25,870,000

49,023,000 25,870,000 25,870,000

①

②

③

④

⑤

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

【実績報告時記入欄】

国立大学法人　○○大学
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

Ｎ１年度実績額 Ｎ２年　３月３１日 Ｎ２年　３月３１日までの分 25,870,000

総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員
（自署欄）

　３．旅費

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

　４．その他

調書
№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額
(検査実施分)

(c)

Ｎ２年７月５日

NEDO検査員　○○○○　●●●●
中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ１年１０月３１日までの分 17,287,267

Ⅰ．直接経費

　１．物品費

　２．人件費・謝金

期中検査時に使用

11,12月実績

第４四半期

実績 実績 実績 実績

当年度
発生額合計

(b)

当年度
限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

支払対象額
(c)

(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

項　　目

契約金額

(a)

当年度
限度額

(a')
修正累計額

第１四半期 第２四半期 第３四半期

10月実績

間接経費率

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： ２０　年　月　日

○○○○部

再委託先等名称： 学校法人　○○大学 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 3月31日

N１年度 契約管理番号：

委託先名称： 国立大学法人　○○大学 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部：

確定検査時のみ記入委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「中間検査（年度末）」・

「確定検査」・「概算払」から選択

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委

託先等名称は記載不要

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した場合、

それ以降の残りの月の経費を右欄に記入し、合計を当該

四半期実績欄へ転記

例例５５－－２２

別紙１－１－１

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管 大大学学用用

中間検査（年度末）・確定検査時及び概算払

を選択することにより金額が表示される
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契約管理番号：

① ８ 68,670 64,680 ▲ 3,990

① ９ 55,590 52,360 ▲ 3,230

① １０ 91,080 83,490 ▲ 7,590

小計 　 　 ▲ 14,810

① １０ 20,000 0 ▲ 20,000

① １０ 39,150 36,250 ▲ 2,900

合計 　 　 ▲ 37,710

　

契約管理番号：

① ８ 405,000 368,182 ▲ 36,818

① ９ 476,280 523,908 47,628

① １０ 126,000 21,000 ▲ 105,000

合計 　 　 ▲ 94,190

研究員費 ○○　○○の労務費単価の適用違い。誤＠３２７０円→正＠３０８０円、２１時間分。

研究員費

修正額内訳書 委託先または再委託先等名称： （株）○○○電機 □□□□□□□□－□

直近

調書

№

修正対象項目 修正対象月 修正前の額 修正後の額 修正金額 修正理由

○○　○○の労務費単価の適用違い。誤＠３２７０円→正＠３０８０円、１７時間分。

消耗品費 ○○薬品について、委託外使用分を計上したため。

研究員費 ＊＊　＊＊の労務時間集計誤り。誤１８時間→正１６．５時間。＠５０６０円。

旅費 １０／１０～１２出張の旅費について、委託業務以外の部分が含まれていたため按分を行ったもの。

修正理由

修正額内訳書 委託先または再委託先等名称： 国立大学法人○○○大学 □□□□□□□□－□

直近

調書

№

修正対象項目 修正対象月 修正前の額 修正後の額 修正金額

人件費・謝金 ○○○○の人件費に消費税分が未計上だったため。

その他 ○○○の借料　経過月額（１ヶ月）を計上するところ前納額（６ヶ月分）を一括計上したため。

物品費 ○○○○装置の購入価格（消費税込）に消費税分を加算し計上したため。

別紙１－２

例例６６－－１１

別紙１－２

例例６６－－２２

大大学学用用

一一般般用用
中項目毎に記載

複数月あれば小計記載

①

②

③

④

⑤

⑥

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)調書種別 検査年月日 計上期間

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ1年１０月３１日までの分 39,032,999

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分
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経費発生調書 （中間検査（年度末））
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 0 19,600,000 ▲ 100,000 100,000 19,600,000 19,600,000

0

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 19,600,000

0

10,500,000 5,040,000 1,243,300 1,261,560 1,230,910 1,205,500 401,200 829,710 ▲ 14,810 4,926,460 113,540 ▲ 110,165 4,929,835 4,926,460

7,500,000 3,600,000 886,500 889,060 834,010 778,800 290,800 543,210 ▲ 14,810 3,373,560

3,000,000 1,440,000 356,800 372,500 396,900 426,700 110,400 286,500 1,552,900

26,110,000 14,240,000 1,460,000 4,950,000 6,263,560 2,185,335 3,940,000 2,323,560 ▲ 22,900 14,835,995 ▲ 595,995 10,165 14,250,165 14,250,165

8,000,000 3,940,000 960,000 1,100,000 1,459,560 642,135 225,000 1,234,560 ▲ 20,000 4,141,695

6,500,000 2,980,000 500,000 1,000,000 1,006,000 876,000 550,000 456,000 ▲ 2,900 3,379,100

10,500,000 6,780,000 0 2,500,000 3,550,000 555,000 3,150,000 400,000 6,605,000

1,110,000 540,000 0 350,000 248,000 112,200 15,000 233,000 710,200

71,610,000 38,780,000 2,703,300 14,611,560 18,694,470 3,390,835 15,541,200 3,153,270 ▲ 37,710 39,362,455 38,776,625

7,161,000 3,878,000 3,936,245 ▲ 58,245 3,878,000 3,877,662

78,771,000 42,658,000 43,298,700 ▲ 640,700 0 42,658,000 42,654,287

7,877,100 4,265,800 4,329,870 ▲ 64,070 (110,165) ←流用減額計 4,265,428

86,648,100 46,923,800 47,628,570 ▲ 704,770 (7,756,000) ←流用制限額 46,919,715

86,648,100 46,923,800 46,919,715

Ｎ２年　７月　５日

①

②

③

④

⑤

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

Ｎ１年度実績額 Ｎ２年　３月３１日 Ｎ２年　３月３１日までの分 46,919,715
（株）○○○電機

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

検査員

（自署欄）
NEDO検査員　○○○○　●●●●

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ１年１０月３１日までの分 39,755,832

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

【実績報告時記入欄】

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×１０%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

流用後の

合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額

(e)
(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 10月実績 11,12月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する

増減の額

(c)

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： ２０　年　月　日

再委託先等名称： （株）　○○研究所 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 3月31日

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

Ｎ１年度 契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： （株）○○○電機 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部： ○○○○部

例例６６－－３３ 別紙１－１

一一般般用用

① ８ 68,670 64,680 ▲ 3,990

① ９ 55,590 52,360 ▲ 3,230

① １０ 91,080 83,490 ▲ 7,590

小計 　 　 ▲ 14,810

① １０ 20,000 0 ▲ 20,000

① １０ 39,150 36,250 ▲ 2,900

合計 　 　 ▲ 37,710

研究員費 ＊＊　＊＊の労務時

修正額内訳書 委託先または再委託先等名称： （株）○○○電機

直近

調書

№

修正対象項目 修正対象月 修正前の額 修正後の額 修正金額 修正理由

研究員費 ○○　○○の労務費

研究員費 ○○　○○の労務費

消耗品費 ○○薬品について、

旅費 １０／１０～１２出張

例例６６－－１１
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経費発生調書【総括表】 Ｎ１年度 （中間検査（年度末））　　　 Ｎ２年７月５日

検査員　

（自署欄）

ＮＥＤＯ担当部：

開発項目：

委託先等の種別 委託契約全体 委託先自社分 再委託先 再委託先 非課税団体分の 共同実施先

委託先等名称
（株）○○○

電機

（株）○○○

電機

国立大学法人

○○大学

米国州立

○○大学
消費税等 ○○○（株）

契約金額 96,948,100 86,648,100 5,000,000 3,000,000 300,000 2,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 96,948,100 86,648,100 5,000,000 3,000,000 300,000 2,000,000 0 0 0 0

発生額 0 0 0 0 0 0

支払対象額 0 0 0 0 0 0

　 うちＮＥＤＯ負担額 0 0 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） 0 0 0 0 0 0

限度額 52,023,800 46,923,800 3,000,000 1,000,000 100,000 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 52,023,800 46,923,800 3,000,000 1,000,000 100,000 1,000,000 0 0 0 0

発生額 52,833,654 47,632,654 3,000,000 980,000 98,000 1,123,000

支払対象額 52,001,800 46,923,800 3,000,000 980,000 98,000 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 52,001,800 46,923,800 3,000,000 980,000 98,000 1,000,000 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） ▲ 22,000 0 0 ▲ 20,000 ▲ 2,000 0 0 0 0 0

発生額 52,833,654 47,632,654 3,000,000 980,000 98,000 1,123,000 0 0 0 0

支払対象額 52,001,800 46,923,800 3,000,000 980,000 98,000 1,000,000 0 0 0 0

　 うちＮＥＤＯ負担額 52,001,800 46,923,800 3,000,000 980,000 98,000 1,000,000 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） ▲ 22,000 0 0 ▲ 20,000 ▲ 2,000 0 0 0 0 0

※負担割合のある

　場合のみ記入

○○の基盤技術開発
　　　＊＊＊＊　　○○○○

○○技術の適用化研究

　ＮＥＤＯ検査員　○○○○　　●●●●　
契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○部
　（株）○○○○○

○○創造プログラム ※代表委託者等

  が検査する

　場合、法人名

　も記入

昨年度末まで

の実績累計

年度

今年度実績

Ｎ１年度

今年度までの

実績累計

　　Ｎ１年度

ＮＥＤＯの

　負担割合：

再委託先等がある場合は、それぞれの経費発生調書を添付

Ｎ１年度 中間検査（年度末）時経費発生調書の【契約金額(a)】

を記入

負担割合を分数で記入

「中間検査（年度末）」・「確定検査」から選択

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

Ｎ１年度 中間検査（年度末）時経費発生調書の【Ｎ１年度限度

額(a')】の総計Dを記入

Ｎ１年度 中間検査（年度末）時経費発生調書の【Ｎ１年度発生

額合計(b)】の総計Dを記入

Ｎ1年度 中間検査（年度末）時経費発生調書の【支払対象額

(e)】の総計Dを記入

今年度までの実績累計が表示される

例例７７

別紙１－３

昨年度までの実績累計額を記入

契約初年度は、（昨年度までの実績がないので）「０」を記入

注：大学用の場合、「総計Ｄ」は「合計」に

大学用・国立研究開発法人用の場合、英字「ｅ」は「ｃ」

に読み替えます

共共通通
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経費発生調書 Ｎ２年度 （確定検査）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等項目：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

35,000,000 15,500,000 4,567,890 7,350,000 3,450,000 112,110 0 0 0 15,480,000 20,000 ▲ 20,000 15,480,000 15,480,000

0

15,500,000 4,567,890 7,350,000 3,450,000 112,110 15,480,000

0

10,500,000 5,460,000 1,340,510 1,243,510 1,335,400 1,108,800 0 0 0 5,028,220 431,780 ▲ 431,780 5,028,220 5,028,220

3,900,000 884,510 789,010 989,800 765,400 3,428,720

1,560,000 456,000 454,500 345,600 343,400 1,599,500

26,110,000 11,870,000 675,000 7,315,000 3,785,250 649,000 0 0 0 12,424,250 ▲ 554,250 451,780 12,321,780 12,321,780

4,060,000 315,000 2,940,000 456,000 150,000 3,861,000

3,520,000 150,000 1,500,000 987,650 123,000 2,760,650

3,720,000 0 2,625,000 1,575,000 126,000 4,326,000

570,000 210,000 250,000 766,600 250,000 1,476,600

71,610,000 32,830,000 6,583,400 15,908,510 8,570,650 1,869,910 0 0 0 32,932,470 32,830,000

7,161,000 3,283,000 3,293,247 ▲ 10,247 3,283,000 3,283,000

78,771,000 36,113,000 36,225,717 ▲ 112,717 0 36,113,000 36,113,000

7,877,100 3,611,300 3,622,571 ▲ 11,271 (451,780) ←流用減額計 3,611,300

86,648,100 39,724,300 39,848,288 ▲ 123,988 (6,566,000) ←流用制限額 39,724,300

86,648,100 39,724,300 39,724,300

Ｎ３年　７月　５日 0

①

②

③

④

⑤

⑥

Ｎ３年　３月３１日までの分 39,724,300

　１．研究員費

　２．補助員費

【実績報告時記入欄】

総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

NEDO検査員　○○○○　●●●●
Ｎ１年度実績額 Ｎ２年　３月３１日 Ｎ２年　３月３１日までの分 46,923,800

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×１０%)

調書
№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額
(検査実施分)

(ｅ)

別紙1-1

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

Ｎ２年度実績額 Ｎ３年　３月３１日 Ｎ３年　３月３１日までの分 39,724,300
（株）○○○○○

確定検査 Ｎ３年　７月　５日

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

検査員
（自署欄）

○○技術の適用化研究 原契約日：

　３．保守・改造修理費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

項　　目

契約金額

(a)

当年度
限度額

(a')

第１四半期
流用後の
合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額
(e)

(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 ○月実績 ○月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度
発生額合計

(b)

□□□□□□□□－□

再委託先等名称： ○○○○(株) ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 3月31日

契約管理番号：

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

委託先名称： （株）○○○電機 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部： ○○○○部

Ⅱ．労務費

N1年 4月15日

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： N3年 3月31日

当年度
限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する
増減の額

(c)

第２四半期 第３四半期

※負担割合のある
確定検査時のみ記入

委託先自社分の場合

は、再委託先等名称

は記載不要

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「中間検査（年度末）」・「確定検査」・「概算払」から選択

２年度目以降は、

中項目の金額は入力しなくても可

支払対象額の総

計を記入

Ｎ年度実績額は当該年度の末日を，確定検査時

は対象日を記入

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管

例例８８－－１１

複数年度契約は、前年度までの各年度実績

額の状況を記入

確定検査時のみ記入

一一般般用用

Ｎ１年度（過年度分）、中間検査時の検査員のサインのある

経費発生調書の写しを準備

非課税団体等の場合は、「消費税及び地方消費税Ｃ」は「０」を入力

中間検査（年度末）・確定検査時及び概算

払を選択することにより金額が表示される

自動計算結果が実施計画書の委託

先総括表に記載の金額と異なる場合

は修正してください

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した

場合、それ以降の残りの月の経費を右欄に記入し、

合計を当該四半期実績欄へ転記

「0」になっていること
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経費発生調書　 （確定検査） □□□□□□□□－□

件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

30.0% 30.0% ― ― ― ― ― ― ― 30.0%

37,710,000 17,810,000 2,479,980 9,599,648 3,642,810 2,157,610 0 0 0 17,880,048 ▲ 70,048 17,810,000

9,900,000 556,622 7,350,000 1,555,610 456,780 9,919,012

5,200,000 1,237,760 1,237,760 1,367,540 1,098,760 4,941,820

710,000 234,320 123,000 234,560 100,800 692,680

2,000,000 451,278 888,888 485,100 501,270 2,326,536

11,313,000 5,343,000 5,364,014 ▲ 21,014 5,343,000

49,023,000 23,153,000 23,244,062 ▲ 91,062 23,153,000

49,023,000 23,153,000 23,153,000

0

①

②

③

④

⑤

⑥

Ｎ２年度 契約管理番号：

委託先名称： 国立大学法人　○○大学 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部： ○○○○部

再委託先等名称： 学校法人　○○大学 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 3月31日

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： N3年 3月31日

当年度
発生額合計

(b)

当年度
限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

支払対象額
(c)

(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

項　　目

契約金額

(a)

当年度
限度額

(a')
修正累計額

第１四半期 第２四半期 第３四半期

○月実績

間接経費率

Ⅰ．直接経費

　１．物品費

　２．人件費・謝金

期中検査時に使用

○月実績

第４四半期

実績 実績 実績 実績

調書
№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額
(検査実施分)

(c)

Ｎ３年７月５日

NEDO検査員　○○○○　●●●●
年度末中間検査 Ｎ２年　４月　７日 Ｎ２年３月３１日までの分 25,870,000

　３．旅費

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

　４．その他

【実績報告時記入欄】

国立大学法人　○○大学
確定検査 Ｎ３年　７月　５日 Ｎ３年３月３１日までの分 23,153,000

Ｎ２年度実績額 Ｎ３年　３月３１日 Ｎ３年３月３１日までの分 23,153,000

総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員
（自署欄）

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

確定検査時のみ記入委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「中間検査（年度末）」・「確定検査」・

「概算払」から選択

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委

託先等名称は記載不要

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した

場合、それ以降の残りの月の経費を右欄に記入し、

合計を当該四半期実績欄へ転記

例例８８－－２２

別紙１－１－１

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管
大大学学用用

Ｎ１年度（過年度分）、中間検査時の検査員のサインのある経費

発生調書の写しを準備

複数年度契約は、前年度までの各年度実績

額の状況を記入

Ｎ年度実績額は当該年度の末日を、確定検査時

は対象日を記入
支払対象額の合計

を記入

中間（年度末）・確定検査時及び概算払を

選択することにより金額が表示される

２年度目以降は、

中項目の金額は入力はしなくても可

N1年度が2020年度以前であり、「年度末中間検査」を実施していた場合は、

調書種別は「年度末中間検査」、検査年月日は検査の実施日を記入してください。
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経費発生調書【総括表】 Ｎ２年度　　（確定検査）　　 Ｎ３年３月５日

検査員　

（自署欄）

ＮＥＤＯ担当部：

件名：

委託先等の種別 委託契約全体 委託先自社分 再委託先 再委託先 非課税団体分の 共同実施先

委託先等名称
（株）○○○

電機

（株）○○○

電機

国立大学法人

○○大学

米国州立

○○大学
消費税等 ○○○（株）

契約金額 96,948,100 86,648,100 5,000,000 3,000,000 300,000 2,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 96,948,100 86,648,100 5,000,000 3,000,000 300,000 2,000,000 0 0 0 0

発生額 52,833,654 47,632,654 3,000,000 980,000 98,000 1,123,000

支払対象額 52,001,800 46,923,800 3,000,000 980,000 98,000 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 52,001,800 46,923,800 3,000,000 980,000 98,000 1,000,000

支払対象額－限度額（NEDO負担額） ▲ 22,000 0 0 ▲ 20,000 ▲ 2,000 0

限度額 44,924,300 39,724,300 2,000,000 2,000,000 200,000 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 44,924,300 39,724,300 2,000,000 2,000,000 200,000 1,000,000 0 0 0 0

発生額 45,270,288 39,848,288 2,000,000 2,000,000 200,000 1,222,000

支払対象額 44,924,300 39,724,300 2,000,000 2,000,000 200,000 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 44,924,300 39,724,300 2,000,000 2,000,000 200,000 1,000,000 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

発生額 98,103,942 87,480,942 5,000,000 2,980,000 298,000 2,345,000 0 0 0 0

支払対象額 96,926,100 86,648,100 5,000,000 2,980,000 298,000 2,000,000 0 0 0 0

　 うちＮＥＤＯ負担額 96,926,100 86,648,100 5,000,000 2,980,000 298,000 2,000,000 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） ▲ 22,000 0 0 ▲ 20,000 ▲ 2,000 0 0 0 0 0

※負担割合のある

　場合のみ記入

○○の基盤技術開発
　　　＊＊＊＊　　○○○○

○○技術の適用化研究

　ＮＥＤＯ検査員　○○○○　　●●●●　
契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○部
　（株）○○○○○

○○創造プログラム ※代表委託者等

  が検査する

　場合、法人名

　も記入

昨年度末まで

の実績累計

Ｎ１年度

今年度実績

Ｎ２年度

今年度までの

実績累計

Ｎ１年度

　　～Ｎ２年度

ＮＥＤＯの

　負担割合：

再委託先等がある場合は、それぞれの経費発生調書を添付

Ｎ２年度 確定検査時経費発生調書の【契約金額(a)】を記入

負担割合を分数で記入

「中間検査（年度末）」・「確定検査」から選択
委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

Ｎ１年度 中間検査（年度末）時総括表の【今年度までの実績累

計】を記入 （「支払対象額－限度額（NEDO負担額）」は、現契約

を反映して修正）

Ｎ２年度 確定検査時経費発生調書の【Ｎ２年度限度額(a')】の総計

Dを記入

Ｎ２年度 確定検査時経費発生調書の【Ｎ２年度発生額合計(b)】の

総計Dを記入

Ｎ２年度 確定検査時経費発生調書の【支払対象額(e)】の総計Dを

記入

今年度までの実績累計が表示される

例例９９

別紙１－３

Ｎ１年度（過年度分）の中間検査（年度末）時の検査員のサインの

ある経費発生調書及び総括表の写しを準備

共共通通

注：大学用の場合、「総計Ｄ」は「合計」に

大学用・国立研究開発法人用の場合、英字「ｅ」は「ｃ」

に読み替えます
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　　中間検査（年度末）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

5,500,000 3,500,000 650,000 2,200,000 30,000 500,000 0 0 0 3,380,000 120,000 ▲ 5,000 3,495,000 3,380,000

0

5,500,000 3,500,000 650,000 2,200,000 500,000 3,350,000

30,000 30,000

4,900,000 2,300,000 300,000 600,000 720,000 780,000 0 0 0 2,400,000 ▲ 100,000 100,000 2,400,000 2,400,000

4,500,000 2,000,000 300,000 600,000 600,000 600,000 2,100,000

400,000 300,000 120,000 180,000 300,000

3,100,000 1,800,000 38,000 101,000 1,190,000 376,000 0 0 0 1,705,000 95,000 ▲ 95,000 1,705,000 1,705,000

950,000 500,000 38,000 46,000 435,000 42,000 561,000

700,000 400,000 200,000 70,000 270,000

450,000 300,000 80,000 150,000 230,000

1,000,000 600,000 55,000 475,000 114,000 644,000

13,500,000 7,600,000 988,000 2,901,000 1,940,000 1,656,000 0 0 0 7,485,000 7,485,000

1,350,000 760,000 748,500 11,500 760,000 748,500

14,850,000 8,360,000 8,233,500 126,500 0 8,360,000 8,233,500

1,485,000 836,000 823,350 12,650 (100,000) ←流用減額計 823,350

16,335,000 9,196,000 9,056,850 139,150 (1,520,000) ←流用制限額 9,056,850

16,335,000 9,196,000 9,056,850

　　年　　月　　日 ▲ 139,150

①

②

③

④

⑤

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

Ｎ1年度実績額 Ｎ２年 ３月 ３１日 Ｎ２年３月３１日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

検査員
（自署欄）中間検査 Ｎ１年１０月１５日 Ｎ１年９月３０日までの分 4,705,690

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

【実績報告時記入欄】

調書
№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額
(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×１０%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

流用後の
合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額
(e)

(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 □月実績 □月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度
発生額合計

(b)

当年度
限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する
増減の額

(c)

項　　目

契約金額

(a)

当年度
限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

　　場合のみ記入 業務完了日： 　　年 　月 　日

再委託先等名称： 委託期間： Ｎ１年 ４月 １日～　Ｎ３年 ３月　３１日

※負担割合のある 原契約日： Ｎ１年 ４月 １５日

経費発生調書　Ｎ１年度 契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： ＮＥＤＯ担当部： ○○○○部

注意！！

じ生が千円未満に際じた乗を間接経費率にA小計の）a'（当年度限度額、において間接経費.Ⅳ

、は場合している発生が切捨

当年度限度額（a'）の小計A 7,600,000円 ― 支払対象額（e）の小計A 7,485,000円
＝差額 115,000円

として求めた差額を用いて追加調整し、総計Dが0円となるよう対応すること。

別紙１－１

一一般般用用

＜経発A＞ （Ｎ１年度修正前）

例例１１００－－１１

年度実績額（支払対象額）が年度限度額に対し過少となり、

差額が発生しているため、これを0円となるよう調整しなければならない。

この場合は

当年度限度額 9,196,000 ― 支払対象額 9,056,850 ＝ 差額 139,150円

よって

139,150円×1/1.1（消費税率の戻し）×1/1.1（間接経費率の戻し）＝115,000円

より115,000円を追加して調整する必要あり。

この例では、当年度限度額、当年度発生額及び流

用額を加味し、「Ⅰ.機械装置等費（2.機械装置等製

作・購入費）」での修正（追加調整）が適切と判断。
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　　中間検査（年度末）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

5,500,000 3,500,000 650,000 2,200,000 30,000 615,000 0 0 0 3,495,000 5,000 ▲ 5,000 3,495,000 3,495,000

0

5,500,000 3,500,000 650,000 2,200,000 615,000 3,465,000

30,000 30,000

4,900,000 2,300,000 300,000 600,000 720,000 780,000 0 0 0 2,400,000 ▲ 100,000 100,000 2,400,000 2,400,000

4,500,000 2,000,000 300,000 600,000 600,000 600,000 2,100,000

400,000 300,000 120,000 180,000 300,000

3,100,000 1,800,000 38,000 101,000 1,190,000 376,000 0 0 0 1,705,000 95,000 ▲ 95,000 1,705,000 1,705,000

950,000 500,000 38,000 46,000 435,000 42,000 561,000

700,000 400,000 200,000 70,000 270,000

450,000 300,000 80,000 150,000 230,000

1,000,000 600,000 55,000 475,000 114,000 644,000

13,500,000 7,600,000 988,000 2,901,000 1,940,000 1,771,000 0 0 0 7,600,000 7,600,000

1,350,000 760,000 760,000 0 760,000 760,000

14,850,000 8,360,000 8,360,000 0 0 8,360,000 8,360,000

1,485,000 836,000 836,000 0 (100,000) ←流用減額計 836,000

16,335,000 9,196,000 9,196,000 0 (1,520,000) ←流用制限額 9,196,000

16,335,000 9,196,000 9,196,000

　　年　　月　　日 0

①

②

③

④

⑤

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

Ｎ1年度実績額 Ｎ２年  ３月 ３１日 Ｎ２年３月３１日までの分 9,196,000

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

検査員
（自署欄）中間検査 Ｎ１年１０月１５日 Ｎ１年９月３０日までの分 4,705,690

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

【実績報告時記入欄】

調書
№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額
(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×１０%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

流用後の
合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額
(e)

(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 □月実績 □月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度
発生額合計

(b)

当年度
限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する
増減の額

(c)

項　　目

契約金額

(a)

当年度
限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

　　場合のみ記入 業務完了日： 　　年 　月 　日

再委託先等名称： 委託期間： Ｎ１年 ４月 １日～　Ｎ３年 ３月　３１日

※負担割合のある 原契約日： Ｎ１年 ４月 １５日

経費発生調書　Ｎ１年度 契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： ＮＥＤＯ担当部： ○○○○部

別紙１－１

一一般般用用

＜経発A＞ （Ｎ１年度修正後）

例例１１００－－２２

3月分としてＮ１年度月別項目明細表に記載

3月分として修正3月分として修正

差額をＮ１年度修正額として、月別項目別明細表に計上。

当年度限度額＝年度実績額（支払対象額）とし、差額を0円とする。

第4四半期実績に加算する。

500,000円 ＋ 115,000円＝ 615,000円

対象項目名のＮｏ．は空欄
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　　中間検査
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

5,500,000 2,000,000 750,000 0 0 0 0 0 ▲ 115,000 635,000 1,365,000  2,000,000 635,000

0

5,500,000 2,000,000 750,000 0 0 0 ▲ 115,000 635,000

0

4,900,000 2,600,000 400,000 0 0 0 0 0 0 400,000 2,200,000  2,600,000 400,000

4,500,000 2,500,000 400,000 0 0 0 400,000

400,000 100,000 0 0 0 0 0

3,150,000 1,300,000 175,000 0 0 0 0 0 0 175,000 1,125,000  1,300,000 175,000

950,000 450,000 5,000 0 0 0  0 5,000

700,000 300,000 0 0 0  0 0

500,000 150,000 100,000 0 0 0  0 100,000

1,000,000 400,000 70,000 0 0 0  0 70,000

13,550,000 5,900,000 1,325,000 0 0 0 0 0 ▲ 115,000 1,210,000 1,210,000

1,355,000 590,000 121,000 469,000 590,000 121,000

14,905,000 6,490,000 1,331,000 5,159,000 0 6,490,000 1,331,000

1,490,500 649,000 133,100 515,900 0 ←流用減額計 133,100

16,395,500 7,139,000 1,464,100 5,674,900 (1,180,000) ←流用制限額 1,464,100

16,395,500 7,139,000 1,464,100

　　年　　月　　日 　

①

②

③

④

⑤

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

中間検査 Ｎ２年 ７月 ５日 Ｎ２年６月３０日までの分 1,464,100

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

検査員
（自署欄）Ｎ1年度実績額 Ｎ２年  ３月 ３１日 Ｎ２年３月３１日までの分 9,196,000

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

【実績報告時記入欄】

調書
№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額
(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)における当年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×１０%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

流用後の
合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額
(e)

(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 □月実績 □月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度
発生額合計

(b)

当年度
限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する
増減の額

(c)

項　　目

契約金額

(a)

当年度
限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

　　場合のみ記入 業務完了日： 　　年 　月 　日

再委託先等名称： 委託期間： Ｎ１年 ４月 １日～　Ｎ３年 ３月　３１日

※負担割合のある 原契約日： Ｎ１年 ４月 １５日

経費発生調書　Ｎ２年度 契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： ＮＥＤＯ担当部： ○○○開発部

別紙１－３

一一般般用用

＜経発B＞ （Ｎ２年度実績より減額調整）

例例１１００－－３３

調整する項目名 対象月はハイフン（－)

Ｎ１年度の調整で追加した分をＮ２年度の実績より減額調整するため、

Ｎ２年度の修正内訳書および経費発生調書の修正累計額にマイナス計上する。

直近調書Ｎｏ．はハイフン（－）




